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税務訴訟資料 第２６２号－１５２（順号１２００２） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（江東東税務署長） 

平成２４年７月１８日棄却・控訴 

判 決

原告 Ⓓ株式会社

同代表者代表取締役 Ⓑ 

同訴訟代理人弁護士 簑原 建次 

同 山下 清兵衛 

同 吉田 愛 

同 田代 浩誠 

同訴訟復代理人弁護士 吉田 聖子 

被告 国 

同代表者法務大臣 滝 実 

処分行政庁 江東東税務署長 

佐藤 秋広 

被告指定代理人 右田 直也 

ほか別紙１指定代理人目録記載のとおり 

主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 江東東税務署長が平成１７年１２月２６日付けで原告に対してした原告の平成１５年１１月

１日から平成１６年１０月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分のうち、欠損金額２億

４０６２万２４５７円及び翌期へ繰り越す欠損金４億０８７２万３７０３円を超える部分を取

り消す。 

２ 江東東税務署長が平成１７年１２月２６日付けで原告に対してした平成１４年１０月分から

平成１６年１０月分までの各月分の源泉徴収に係る所得税の納税告知処分及び不納付加算税の

賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

本件は、江東東税務署長が、原告がパナマ共和国（以下「パナマ」という。）に本店を有する法

人３社（以下「本件各パナマ法人」という。）との間でそれぞれ締結した３隻の船舶（以下「本件

各船舶」という。）に係る各契約（以下「本件各契約」という。）は船舶の賃貸借である裸用船契約

であるとして、原告に対し、平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日までの事業年度（以

下「本件事業年度」という。）の法人税に係る更正処分（以下「本件更正処分」という。）並びに本
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件各契約に基づき支払われた用船料についての源泉徴収による所得税の各納税告知処分（以下「本

件各告知処分」という。）及び不納付加算税の賦課決定処分（以下、本件各告知処分と併せて「本

件各告知処分等」といい、本件更正処分と本件各告知処分等とを併せて「本件更正処分等」という。）

をしたところ、原告が、本件各契約は実質的には所有権留保付割賦売買契約に当たり、これに基づ

いて本件各船舶を購入したとし、①本件各告知処分等には理由が付記されていないから違法である

こと、②原告は本件各船舶を所有権留保付割賦売買契約に基づき、又は仮に本件各契約が賃貸借契

約であっても売買があったものと評価されることにより取得したのであり、少なくとも平成１４年

１０月から平成１６年１０月までの本件各パナマ法人への金銭の支払は「船舶の貸付けによる対

価」の支払とはいえないこと、③原告は本件事業年度の所得の金額の計算上本件各船舶について減

価償却をすることができること等から、本件更正処分等は違法である旨を主張して、それらの取消

しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

関係法令等は、別紙２関係法令等に記載のとおりである（同別紙で定める略称等は、以下にお

いても用いることとする。）。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実、括弧内掲記の証拠若しくは弁論の全趣旨により容易に

認定することができる事実又は当裁判所に顕著な事実） 

(1) 当事者等（当事者間に争いなし） 

ア 原告 

原告は、日本国内に本店を有し、農水産物の輸出入及び国内販売、外航船舶の運航業、貨

物運送取扱事業、内航運送業、内航船舶貸渡業等を目的とする株式会社である。 

イ 本件各パナマ法人について 

(ア) Ｂ（以下「Ｂ社」という。） 

Ｂ社は、Ｃ有限会社（以下「Ｃ」という。）が出資して平成１４年７月２２日に設立さ

れたパナマに本店を有する法人である。 

(イ) Ｄ（以下「Ｄ社」という。） 

Ｄ社は、有限会社Ｅ（以下「Ｅ」という。）が出資して平成１４年６月１０日に設立さ

れたパナマに本店を有する法人である。 

(ウ) Ｆ（以下「Ｆ社」という。） 

Ｆ社は、Ｇ株式会社（以下「Ｇ」という。）が出資して平成１５年１月２４日に設立さ

れたパナマに本店を有する法人である。 

(2) 本件各船舶について（当事者間に争いなし） 

ア 「Ｈ」（以下「Ｈ号」という。） 

Ｈ号は、平成５年４月に建造された船舶で、Ｂ社が、平成１４年９月に、Ｉ株式会社（以

下「Ｉ」という。）から購入したものである（当時の船名はＪ丸であった。）。 

イ 「Ｋ」（以下「Ｋ号」という。） 

Ｋ号は、平成５年６月に建造された船舶で、Ｄ社が、平成１４年８月に、Ｌ株式会社（以

下「Ｌ」という。）から購入したものである（当時の船名はＭ丸であった。）。 

ウ 「Ｎ」（以下「Ｎ号」という。） 

 Ｎ号は、Ｆ社が、平成１５年５月に、いわゆる新造船としてＯ株式会社（以下「Ｏ」とい

う。）から引渡しを受けた船舶である。 
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(3) 本件各契約に係る契約書等について（当事者間に争いなし） 

ア Ｈ号に係る契約書（甲５の１・２。以下「本件Ｈ号契約書」といい、本件Ｈ号契約書に係

る契約を関連する合意と併せて「本件Ｈ号契約」という。）等 

(ア) 本件Ｈ号契約書は、裸用船契約の標準書式の一つであるＰ協議会（以下「Ｐ」という。）

の「Ｑ Ａ」を用いて作成されており、本件Ｈ号契約書に定める事項に係る追加条項を定

める「ADDENDUM TO CHARTER PARTY PER M／T Ｈ」と題する書面（甲５の１の７枚目。以

下「本件Ｈ号追加条項」という。）が附属している。 

なお、本件Ｈ号契約の締結の日については、本件Ｈ号契約に関して作成された覚書（甲

６の１・２。以下「本件Ｈ号覚書」という。）に「２００２年」であることが記載されて

いるのみである。 

(イ) 本件Ｈ号契約書においては、Ｂ社を「船主（賃貸人）」、原告を「用船者（賃借人）」

とするほか、次の定めが設けられている。 

ａ 船名：Ｈ（PART Ⅰ「5. Vessel's name (Cl.8)」） 

ｂ 用船期間は、５年とする（PART Ⅰ「22. Charter period」）。 

ｃ 返船港は、Ｒ又はＳ区域の安全港とする（PART Ⅰ「18. Port of re-delivery(Cl.13)」、

PART Ⅱ １３条）。 

また、用船者は、船主に対し、返船予定日、返船港の範囲又は返船港について、少な

くとも３０日前に通知し、少なくとも１４日前に確定通知する。その後の変更について

は、直ちに船主に通知する。本船について用船期間を超えることが予想される航海を指

示された場合、用船者は、用船契約終了について決められた日時頃に返船できるよう合

理的に計画されるときは、本船を使用することができる（PART Ⅱ １３条）。 

ｄ Ｈ号は、用船者が指定する日に引き渡される（PART Ⅱ ２条）。 

ｅ 用船料については、要旨、次のとおり定められている（PART Ⅱ ９条、本件Ｈ号追

加条項２条）。 

(a) Ｈ号が滅失又は６０日以上不明となった場合には、滅失の時点又は最後に消息を

受けた時点にて本契約は終了するものとし、支払済用船料は精算されるものとする。 

(b) ４銀行日を超えて支払が不履行となった場合、船主は何らの催告なしに本件Ｈ号

契約に従事するＨ号を引き上げる権利を有するものとする。 

(c) 本件Ｈ号追加条項の２条において、用船料は、同書面に添付の一覧表（「Ｈ BBC料

算出基礎」と題する書面）に基づいて決定する旨定められている。 

また、上記一覧表には、毎月の用船料の金額は、Ｈ号の取得費相当額、乗出し費用

相当額、改造費用相当額、金利相当額及び店費を基に算定した４４１万５９７４円（た

だし、最終回（第６０回）は４４１万５９４１円）となる旨記載されている。 

イ Ｋ号に係る契約書（甲３の１・２。以下「本件Ｋ号契約書」といい、本件Ｋ号契約書に係

る契約を関連する合意と併せて「本件Ｋ号契約」という。）等 

(ア) 本件Ｋ号契約書は、本件Ｈ号契約書と同様に裸用船契約の標準書式の一つである「Ｑ

 Ａ」を用いて作成されており、本件Ｋ号契約書に定める事項に係る追加条項を定める「A

DDENDUM TO CHARTER PARTY PER M／T "Ｋ"」と題する書面（甲３の１の７枚目。以下「本

件Ｋ号追加条項」という。）が附属している。 

なお、本件Ｋ号契約の締結の日については、本件Ｋ号契約に関して作成された覚書（甲
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４の１・２。以下「本件Ｋ号覚書」という。）に「２００２年」であることが記載されて

いるのみである。 

(イ) 本件Ｋ号契約書においては、Ｄ社を「船主（賃貸人）」、原告を「用船者（賃借人）」

とするほか、次の定めが設けられている。 

ａ 船名：Ｋ（PART Ⅰ「5. Vessel's name (Cl.8)」） 

ｂ 用船期間は、５年とする（PART Ⅰ「22. Charter period」）。 

ｃ 返船港は、Ｒ又はＳ区域の安全港とする（PART Ｉ「18. Port of re-delivery (Cl.1

3)」、PART Ⅱ １３条）。 

また、用船者は、船主に対し、返船予定日、返船港の範囲又は返船港について、少な

くとも３０日前に通知し、少なくとも１４日前に確定通知する。その後の変更について

は、直ちに船主に通知する。本船について用船期間を超えることが予想される航海を指

示された場合、用船者は、用船契約終了について決められた日時頃に返船できるよう合

理的に計画されるときは、本船を使用することができる（PART Ⅱ １３条）。 

ｄ Ｋ号は、用船者が指定する日に引き渡される（PART Ⅱ ２条）。 

ｅ 用船料については、要旨、次のとおり定められている（PART Ⅱ ９条、本件Ｋ号追

加条項２条）。 

(a) Ｋ号が滅失又は６０日以上不明となった場合には、滅失の時点又は最後に消息を

受けた時点にて本契約は終了するものとし、支払済用船料は精算されるものとする。 

(b) ４銀行日を超えて支払が不履行となった場合、船主は何らの催告なしに本件Ｋ号

契約に従事するＫ号を引き上げる権利を有するものとする。 

(c) 本件Ｋ号追加条項の２条において、用船料は、同書面に添付の一覧表（「Ｋ BBC料

算出基礎」と題する書面）に基づいて決定する旨定められている。 

また、上記一覧表には、毎月の用船料の金額は、Ｋ号の取得費相当額、乗出し費用

相当額、改造費用相当額、金利相当額及び店費を基に算定した５５４万４５３５円（た

だし、最終回（第６０回）は５５４万４５０４円）となる旨記載されている。 

ウ Ｎ号に係る契約書（甲７。以下「本件Ｎ号契約書」といい、本件Ｎ号契約書に係る契約を

関連する合意と併せて「本件Ｎ号契約」という。）等 

(ア) 本件Ｎ号契約書は、裸用船契約の標準書式の一つである社団法人Ｔ（以下「Ｔ」とい

う。）のいわゆるⒺフォームを用いて作成されており、本件Ｎ号契約書に基づく協定事項

を定める「協定書」と題する書面（甲７の５枚目。以下「本件Ｎ号協定書」という。）が

附属している。 

 なお、本件Ｎ号契約の締結の日は、平成１５年３月９日である。 

(イ) 本件Ｎ号契約書においては、Ｆ社を「船主」、原告を「傭船者」とするほか、次の定

めが設けられている。 

ａ 船名：Ｎ（１条「１．船舶の明細」の「船種・船名」） 

ｂ 用船期間は、本船引渡しの日より向こう１０年とする（１条「２．用船期間」）。 

ｃ 返船場所は、Ⓐ沿岸とする（１条「６．返船場所」）。 

ｄ Ｎ号は、平成１５年５月１０日から同月１５日までの間に引き渡される（１条「３．

引渡し期日」）。 

ｅ 用船料については、別途協定するものとされ（１条「９．用船料（以下省略）」）、本
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件Ｎ号協定書により、日額３２万８０００円とする旨定められている（本件Ｎ号協定書

の「１．裸用船料」）。 

ｆ Ｎ号が使用不能となった場合について、次のとおり定められている（１２条）。 

(a) Ｎ号使用中、Ｎ号が６０日以上行方不明となったときは、最後の存在の時をもっ

て本件Ｎ号契約は終了する。 

(b) 契約期間中、Ｎ号が沈没、火災、座洲、座礁、衝突、船体・機関の破損その他の

事由により全損又は修繕不能となったときは、その事故発生の時をもって本件Ｎ号契

約は終了する。 

ｇ Ｎ号の売却、譲渡又は抵当権の設定について、船主は、用船者の承諾を得なければ、

契約期間中、Ｎ号を第三者に売却し、譲渡し、又は抵当権を設定することができない旨

定められている（１４条）。 

(4) 本件各契約に係る覚書について 

ア 本件Ｈ号覚書（甲６の１・２） 

 原告とＢ社との間で、本件Ｈ号契約に関し、「CONFIRMATION OF AGREEMENT TO CHARTER PA

RTY DATED ON 2002, PER M/T Ｈ」と題する本件Ｈ号覚書が作成されており、本件Ｈ号覚書

においては、次の事項が定められている。 

(ア) 本件Ｈ号契約に関して、本日、Ｂ社（パナマ・所有者）と原告（東京・用船者）は、

次の(イ)のとおり、合意した。 

(イ) 本件Ｈ号契約書にかかわらず、 

ａ 用船者は、以下のとおり、用船期間の間においてはＨ号を購入する権利を有し、同期

間の満期においてはＨ号を購入する義務を有する。 

２００４年（平成１６年）末：購入価格172,223,845円 

２００５年（平成１７年）末：購入価格126,169,035円 

２００６年（平成１８年）末：購入価格 78,713,423円 

２００７年（平成１９年）末：購入価格 29,814,406円 

ｂ 用船者が上記ａのＨ号を購入する権利を行使し又は義務を履行し、かつ、用船者が第

三者に転売して利益を得た場合には、その転売利益は、所有者と用船者で等分する。 

イ 本件Ｋ号覚書（甲４の１・２） 

 原告とＤ社との間で、本件Ｋ号契約に関し、「CONFIRMATION OF AGREEMENT TO CHARTER PA

RTY DATED ON 2002, PER M/T Ｋ」と題する本件Ｋ号覚書が作成されており、本件Ｋ号覚書

においては、次の事項が定められている。 

(ア) 本件Ｋ号契約に関して、本日、Ｄ社（パナマ・所有者）と原告（東京・用船者）は、

次の(イ)のとおり、合意した。 

(イ) 本件Ｋ号契約書の規定にかかわらず、 

ａ 用船者は、以下のとおり、用船期間の間においてはＫ号を購入する権利を有し、同期

間の満期においてはＫ号を購入する義務を有する。 

２００４年（平成１６年）末：購入価格218,325,634円 

２００５年（平成１７年）末：購入価格159,942,543円 

２００６年（平成１８年）末：購入価格 99,783,674円 

２００７年（平成１９年）末：購入価格 37,795,017円 
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ｂ 用船者が上記ａのＫ号を購入する権利を行使し又は義務を履行し、かつ、用船者が第

三者に転売して利益を得た場合には、その転売利益は、所有者と用船者で等分する。 

ウ 本件Ｎ号契約に関しての覚書（甲８の１・２。以下「本件Ｎ号覚書」という。） 

原告とＦ社との間で、２００３年（平成１５年）３月１０日付けの「CONFIRMATION OF AG

REEMENT TO CHARTER PARTY DATED ON MAR.09,2003 PER M/T Ｎ｣と題する本件Ｎ号覚書が作

成されており、本件Ｎ号覚書においては、次の事項が定められている。 

(ア) 本件Ｎ号契約に関して、本日、Ｆ社（パナマ・所有者）と原告（東京・用船者）は、

次の(イ)のとおり、合意した。 

(イ) 本件Ｎ号契約書の規定にかかわらず、 

ａ 用船者は、所有者と所有者への融資銀行との間の金銭消費貸借契約の償還表に示され

た各年における残債務額を購入価格として、用船期間の間においてはＮ号を購入する権

利を有し、同期間の満期においてはＮ号を購入する義務を有する。 

ｂ 用船者が上記ａのＮ号を購入する権利を行使し又は義務を履行し、かつ、用船者が第

三者に転売して利益を得た場合には、その転売利益は、所有者と用船者で等分する。 

(5) 原告における本件各パナマ法人に対する支払に係る会計処理について（当事者間に争いな

し） 

ア 原告は、平成１４年１０月から平成１６年１０月までの間、原告の会計帳簿において、本

件各パナマ法人に対して本件各契約に従って支払っていた金員（以下「本件各金員」という。）

について、「用船料」勘定に計上していた。 

イ しかし、原告は、本件Ｈ号覚書、本件Ｋ号覚書及び本件Ｎ号覚書（以下、これらを併せて

「本件各覚書」という。）により本件各船舶を必ず購入し他社にいつでも売却することがで

きるため、既にこれらを購入したのと同じであり、本件各金員は用船料ではなく、借入金の

返済であって、本件各金員を用船料として計上した上記の会計処理は誤りであったなどとし

て、本件事業年度の末日後、本件事業年度の法人税の確定申告書（以下「本件法人税確定申

告書」という。）を提出した平成１６年１２月２２日までの間に、本件事業年度の会計帳簿

において、同年１０月３１日付けで、次の処理をした。 

(ア) 本件各船舶の取得価額として、Ｈ号について２億５６７３万円、Ｋ号について３億２

５４５万３０００円及びＮ号について１０億９０００万円をそれぞれ船舶勘定（借方）に

計上し、その相手勘定として、上記本件各船舶の取得価額の合計額である１６億７２１８

万３０００円を雑収入勘定（貸方）に計上した。 

(イ) 本件各船舶の取得に係る借入金として、Ｈ号について２億２４２３万９０９５円、Ｋ

号について２億８４２６万４６９９円及びＮ号について１０億４７３０万８２２８円を

それぞれ長期借入金勘定（貸方）に計上し、その相手勘定として、上記本件各船舶の取得

に係る借入金の合計額である１５億５５８１万２０２２円を雑損失勘定（借方）に計上し

た。 

(ウ) 前記(ア)の本件各船舶の取得価額を基礎として、Ｈ号について１億３７６０万７２８

０円、Ｋ号について１億２００９万２１５７円及びＮ号について１億７６５８万円（合計

４億３４２７万９４３７円）をそれぞれ本件各船舶に係る減価償却費（借方）として計上

した。 

(エ) 本件各金員のうち本件事業年度においてＢ社に支払った４４４７万２７１７円、Ｄ社
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に支払った５６３７万７４９１円及びＦ社に支払った８７４５万１１４８円をそれぞれ

用船料勘定（借方）に計上し、その相手勘定として、上記の各金額をそれぞれ前記(イ)の

長期借入金勘定（貸方）に計上した。 

(6) 本件更正処分等に至る経緯（当事者間に争いなし） 

ア 本件更正処分に至る経緯は、別表１記載のとおりである。 

イ 本件各告知処分等に至る経緯は、別表２記載のとおりであり、本件各告知処分等について

の法定納期限、源泉徴収による所得税額及び不納付加算税の額は、別表３記載のとおりであ

る。 

(7) 本件訴えの提起（当裁判所に顕著な事実） 

 原告は、平成２１年１１月２７日、本件訴えを提起した。 

３ 本件更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

本件更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張は、後記５において述べるほか、別紙３

に記載のとおりである（同別紙で定める略称等は、以下においても用いることとする。）。 

４ 争点 

(1) 本件各告知処分等について 

ア 本件各告知処分等は理由の付記の不備により違法となるか（争点１） 

イ 原告が本件各船舶について本件各パナマ法人に対して支払った本件各金員は、所得税法１

６１条３号所定の「船舶の貸付けによる対価」に該当するか否か。 

 具体的には、①本件各契約は裸用船契約に該当するか否か（争点２）、②本件各契約が裸

用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当時）により売買があった

ものと評価されるか否か（争点３）、③本件４か月分の各金員（本件各金員のうち平成１４

年１０月から平成１５年１月までの間に支払われたものをいう。以下同じ。）は裸用船契約

に基づく用船料に該当するか否か（争点４）が争われている。 

(2) 本件更正処分について 

ア 本件各船舶は本件各契約により原告が購入した減価償却資産と認められるか否か（争点

５）。 

イ 本件各契約が裸用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当時）に

より売買があったものとして本件事業年度の所得の金額が計算されるか否か（争点６）。 

ウ 本件４か月分の各金員についてした本件更正処分は違法か否か（争点７）。 

５ 争点についての当事者の主張の要旨 

(1) 争点１（本件各告知処分等は理由の付記の不備により違法となるか）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 原告は、本件各告知処分等の理由は、本件各告知処分等自体において付記することが必要

であり、理由の付記を欠く本件各告知処分等は違法である旨主張する。 

 しかし、通則法３６条１項２号は、税務署長は、国税に関する法律の規定により徴収する

源泉徴収による国税でその法定納期限までに納付されなかったものを徴収しようとすると

きは、納税の告知をしなければならない旨規定し、同条２項は、同条１項の規定による納税

の告知は、税務署長が、政令で定めるところにより、納付すべき税額、納期限及び納付場所

を記載した納税告知書を送達して行う旨規定しているところ、同条１項２号は、納税の告知

をするに当たって、納税告知書にその理由を付記すべきこととはしておらず、また、不納付
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加算税の賦課決定処分についても、同法３２条１項及び３項は、賦課決定通知書にその理由

を付記すべきこととはしていないのであり、他に上記納税の告知等について処分理由を付記

すべきことを定めた法律の規定はない。 

したがって、本件各告知処分等は、処分理由を付記していないことによって違法となるも

のではない。 

イ(ア) 原告は、本件各告知処分等において理由付記がされていないことに関し、所得税の青

色申告に係る事案における最高裁昭和●●年（○○）第●●号同３８年５月３１日第二

小法廷判決・民集１７巻４号６１７頁（以下「昭和３８年判決」という。）、また、旅券

法に係る事案における最高裁昭和●●年（○○）第●●号同６０年１月２２日第三小法廷

判決・民集３９巻１号１頁（以下「昭和６０年判決」という。）を挙げ、憲法３１条が要

請する適正手続の観点からすれば、「不利益処分としての課税処分につき理由付記を要し

ないことを許容している通則法３６条１項２号並びに３２条１項及び３項の規定は法令違

憲である。」旨主張するとともに、「通則法の上記規定が違憲でないとしても、本件各処

分は理由付記がされていないから、適用違憲ないし違法である。」と主張する。

 しかしながら、行政手続における理由付記が憲法上の要請であるのか、通常の法律レベ

ルでの立法論の問題であるのかについて、判例は、制定法の解釈を通じて、その手続法的

意義について理解を示しているが（昭和６０年判決参照）、制定法に特段の定めがない

ときは、侵害処分であっても、理由の付記を憲法上必要であるとしていない（最高裁昭和

●●年（○○）第●●号同４３年９月１７日第三小法廷判決・訟務月報１５巻６号７１４

頁参照）と解されており、昭和３８年判決は所得税法４５条、昭和６０年判決は旅券法１

４条（いずれも当該事案について適用されたもの。以下同じ。）という制定法に特段の

定めがあるときについての判示であるから、そのような理由付記について制定法による定

めのない本件各告知処分等については、通則法が本件各告知処分等に係る理由付記につい

ての定めを設けておらず、理由付記のない通知を許容していることが、立法として著しく

不合理であることが明白で憲法３１条の適正手続の趣旨に反するといえるような場合で

ない限り、違憲の問題は生じないというべきである。 

(イ) 源泉徴収の対象となるべき所得の支払がされるときは、支払者は、法令の定めるとこ

ろに従って所得税を徴収して国に納付する義務を負い、この納税義務は上記の所得の支払

の時に成立し、その成立と同時に特別の手続を要しないで納付すべき税額が確定するもの

とされているから（通則法１５条）、源泉徴収による所得税は、申告納税方式による場合

の納税者の税額の申告やこれを補正するための税務署長等の処分なくして、その税額が法

令の定めるところに従って当然に、いわば自動的に確定するものということができる。そ

して、このような制度の下では、所得の支払者において税額を法令に基づいて自ら算出す

ることを要するものであることから、その前提として、源泉徴収を要する所得税の算出の

過程、すなわち源泉徴収の対象となるべき所得の種類、課税標準等は所得税関係法規にお

いて簡明に法定されており、源泉徴収制度の円滑な運営が図られているということができ

る。 

 このような源泉徴収に係る所得税の性質及び制度の前提に鑑みれば、源泉徴収の対象に

なる所得の支払額、支払日、支払の相手方等の事実関係及びこれらを基礎として計算され

る所得税額は、課税権者から、所得の支払者である徴収義務者に対して通知するまでもな
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く、徴収義務者において当然にこれを知悉しているべきものであり、また、納税告知書に

おいて個々の源泉徴収による所得税ごとにこれらの事実関係及びこれらを基礎として計

算される所得税額を通知することは、煩瑣であるのみならず事実上困難であって、大量一

括処理という源泉徴収制度の機能を著しく阻害することになりかねないことから、源泉徴

収による所得税の告知処分に理由付記を要するとしない通則法の規定には合理性があり、

このような立法が、著しく不合理であることが明白であるとはいえない。 

(ウ) なお、原告が自らの主張の根拠とする昭和３８年判決においては、「一般に、法が行

政処分に理由を付記すべきものとしているのは、処分庁の判断の慎重・合理性を担保して

その恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立に便宜を与える

趣旨に出たものである」と判示されているが、前記のとおり、源泉徴収に係る所得税の場

合には、その税額が法令の定めるところに従って当然に、いわば自動的に確定するもので

あって、その関係法規も簡明に法定されているのであるから、「処分庁の判断の慎重・合

理性を担保してその恣意を抑制する」という観点から理由を付記する必要性に乏しく、ま

た、所得の支払者が事実関係及び所得税額について知悉しているものである以上、「不服

の申立に便宜を与える」ために理由を付記する実益にも乏しい。したがって、同判決は、

制定法の定めの有無という点をおくとしても、本件各告知処分等に、理由の付記をすべき

との原告の主張の根拠とはならない。 

 同判決は、青色申告に係る理由付記に関する判断を示したものであるが、その理由付記

制度は、法定の帳簿による正当な記載に基づき青色申告に係る所得の計算をして申告する

以上、その帳簿の記載を無視して更正されることがないことを納税者に保障した青色申告

制度の趣旨に鑑みて設けられたものであり（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５４年

４月１９日第一小法廷判決・民集３３巻３号３７９頁参照）、この理由付記制度の趣旨

から、処分庁の判断の慎重・合理性担保、不服申立ての便宜を図るために理由を付記する

必要性があるとしたものであって、源泉徴収による所得税の告知処分の場合と同列に扱う

ことはできない。 

(エ) そして、源泉徴収に係る所得税に関する本件告知処分について前記のとおり述べたこ

とは、源泉徴収に係る所得税が法定納期限までに完納されなかった場合という課税要件が

明確な不納付加算税についても同様に当てはまるものである。 

(オ) したがって、通則法３６条１項２号並びに３２条１項及び３項は、法令違憲となるも

のではない。 

また、前記のとおり、本件各告知処分等において、納税告知書に理由付記がなかったか

らといって江東東税務署長の恣意抑制及び原告の不服申立ての便宜という観点から、格別

の問題が生じた事実は認められないから、適用違憲であるとの主張についても理由がない。 

（原告の主張の要旨） 

 本件各告知処分等は、原告に対する不利益処分としての課税処分であるが、理由が付記され

ていなかった。このように理由付記がないままに不利益処分をすることは、法の支配の不可欠

の要素である憲法３１条の定める適正手続の要請に違反する。 

 一般に、法が行政処分に理由を付記すべきものとしているのは、処分庁の判断の慎重・合理

性を担保としてその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立てに

便宜を与える趣旨に出たものである（昭和３８年判決参照）。この最高裁判決は青色申告に対
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する更正処分に対する判決であるが、憲法３１条が要請する適正手続の観点からすれば、本件

のような不利益処分としての告知処分及び賦課決定処分に対しても、その趣旨が及ぼされなく

てはならない。そして、どの程度の記載をなすべきかは、処分を受けた者がその記載自体から

了知し得るものでなければならない（昭和６０年判決参照）。 

 したがって、不利益処分としての課税処分につき理由付記を要しないことを許容している通

則法３６条１項２号並びに３２条１項及び３項の規定は法令違憲である。また、通則法の上記

規定が違憲でないとしても、本件各処分は理由付記がされていないから、適用違憲ないし違法

である。 

(2) 争点２（本件各契約は裸用船契約に該当するか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 所得税法１６１条３号における「貸付け」とは、一般に賃貸借をいうものと解されるが、

民法所定の典型契約としての賃貸借契約に限らず、非典型契約であっても、賃貸借の性質を

有するものは、この「貸付け」に当たると解すべきである。これを船舶との関係で言えば、

船舶の使用収益の対価としての性質が認められるものは、上記「船舶若しくは航空機の貸付

けによる対価」に含まれると解すべきであり、船員の配乗を伴わないで、船舶の所有者から

一定の約束の下に船舶を借り受けて、借用者（用船者）が任意に使用しつつ物品の運送を行

う場合（裸用船契約）には、それに基づく対価としての用船料には船舶の使用収益の対価と

しての性質が認められるから、「貸付けによる対価」に当たることとなる。 

そして、本件各契約の法的性質が船舶の賃貸借としての裸用船契約であることからすると、

本件各契約に基づき支払われた本件各金員は、所得税法１６１条３号に規定する「船舶若し

くは航空機の貸付けによる対価」に当たるというべきである。 

 以下、詳述する。 

イ(ア) 本件各金員の支払が所得税法１６１条３号に定める「船舶の貸付けによる対価」の支

払に該当するか否かを判断するに当たっては、その支払の基因となった本件各契約の私法

上の性質について検討する必要があり、ある契約が、一般的な契約形態のうち、どの契約

としての法的性質を有するかは、契約当事者の契約締結の意思表示の内容によることにな

るところ、契約当事者の意思表示は専ら表示行為を介してなされるのであるから、契約書

のような当事者の法律行為が記載された処分証書が存在する場合は、まず、その契約書に

記載されている条項の内容を確認すべきであることはいうまでもないのであって、その上

で、契約書等の外形的資料以外に隠された当事者の合意内容、あるいは表示行為から推測

される効果意思と異なる、真の内心的効果意思が存在する余地があるかどうかを検討すべ

き場合もあり得るというにすぎない。 

(イ)ａ 本件各契約の処分証書である本件各契約書は、いずれも一般的にその法的性質が船

舶の賃貸借であると解されている裸用船契約の標準書式を用いて作成されており、本

件各契約の契約当事者の各契約締結時の意思表示の内容が、その法形式どおり船舶の

賃貸借としての裸用船契約であることは明らかである。本件各契約書中に「返船港」

や「返船場所」についての具体的な定めがあることからすれば、少なくとも、本件各

契約の各当事者間において、現実的に、その契約の目的物である「船舶」を所有者に

返還するという状況が想定されているのである。 

ｂ これに対し、原告は、本件各覚書の「買取選択権・買取義務条項」が特約として優
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先適用されることにより、本件各契約の「返船港」や「返船場所」についての定めが

修正を受けている、あるいは意味がない旨主張する。 

 しかし、本件各覚書の当該条項は、「用船期間内」にその用船料を全額支払えば当

然に本件各船舶の所有権が原告に移転するとは規定しておらず、用船期間中又は用船

期間終了時に、上記特約に従って本件各船舶を買い取るという新たな契約を締結する

ことで、原告が初めてその所有権を取得すると定めているのであり、原告は、当該条

項によって、本件各契約とは別の新たな本件各船舶に関する買取契約における買取者

としての地位を与えられるにすぎない。そうすると、原告が本件各船舶を買い取ると

いう新たな契約を締結せず、締結義務が履行されない状態をも観念し得ることになる

のであるから、かかる特約が存在するからといって、当然に本件各契約における「返

船」についての定めが不要となるとまではいえず、全ての場合に上記特約が優先適用

されるわけではない。したがって、原告の主張は理由がない。 

ｃ 原告は、船舶の取得に係る契約形態につき、海運業界では、割賦売買契約書を作成

せず、裸用船契約の標準様式を利用しつつ、特約・覚書等を締結することによって売

買としての買取義務付裸用船契約を成立させることが慣行である旨の主張をするが、

そもそも原告が主張するような慣行が海運業界において客観的に存在するか否かは、

原告から提出された証拠をもってしても不明といわざるを得ない。 

 しかも、原告代表者は、尋問において、本件各契約以前には、内心では船舶の割賦

による売買契約と考えながら、裸用船契約書の書式を使ってそれに合意確認書を添付

するという形で船舶取引をしたということはなく、今回が初めてである旨や、バタバ

タと契約をしたので専門家等に細かい相談はしておらず、本来英文の書式を使うが、

関係者は日本人で初めてだったので日本語の書式を使った旨を供述しており、本件各

契約の当事者は、原告が主張するところの海運業界の慣行なるものをあらかじめ当然

のこととして認識してはいない状態で、十分な相談もないまま、裸用船契約の書式を

用いて本件各契約を締結したというのであるから、原告を始めとする本件各契約の当

事者が、船舶賃貸借契約たる裸用船契約書の書式を用いながらも、その契約書書式の

内容と異なる原告主張の海運業界の慣行なるものに従って本件各契約を締結したな

どということはあり得ないのである。 

ｄ 原告は、本件各契約が売買契約であるが、あえて裸用船契約書の標準書式を用いて

いることの理由として、裸用船契約でなければ航行上支障が出ること、船舶登録制度

や保険の実務でも割賦売買契約書では対応できないこと、そのような実務への対応が

非常に重要であることを挙げるが、原告は、「日本法では、所有権留保付割賦売買と

される」契約が、「船舶ファイナンス」として、海運業界で当然のように行われてい

る旨主張しているにもかかわらず、その「海運の実務として、買取義務付裸用船契約

書を利用する」運用しかなく、「船舶ファイナンス」としての「所有権留保付割賦売

買」としての書式が新たに形成されていない理由について、「船舶金融の分野は現代

の要請であり、残念ながら契約の標準書式化は遅れている」などとするのみで、何ら

具体的な説明をしておらず、本件各契約が「売買契約であるが、あえて裸用船契約書

の標準書式を用いて」いることの合埋的な理由はおよそ明らかにされていない。 

ｅ 本件各契約の法的性質は、その契約の書式のとおり船舶賃貸借契約たる裸用船契約
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であって、本件各覚書も、用船期間終了又は用船期間中に用船料を全額支払えば当然

に本件各船舶の所有権が原告に移転するとは定めておらず、本件各船舶とは別の新た

な本件各船舶に関する買取契約における買取者としての地位を与えられているにす

ぎないのであって、裸用船契約の船舶賃貸借としての法的性質を変容させるものでは

ないから、海運業界の慣行等を理由として本件各契約が売買契約であるとする原告の

主張はいずれも理由がない。 

(ウ)ａ 原告は、本件各契約締結後、本件各金員を用船料として会計処理しており、Ｄ社及

びＦ社も、決算報告書上、Ｋ号及びＮ号をＤ社及びＦ社の所有資産とし、本件各金員

についても、Ｋ号及びＮ号の売却代金ではなく裸用船に係る収入として計上している

ところ（なお、Ｂ社については、決算書の作成がされていない。）、これらの事実は、

原告と本件各パナマ法人の契約締結時の意思が、船舶賃貸借たる裸用船契約として合

致していたことを示すものというべきである。 

ｂ なお、原告は、本件事業年度の末日後から本件法人税確定申告書を提出した平成１

６年１２月２２日までの間に、本件各覚書により、本件各船舶を必ず購入して他社に

いつでも売却できることから、既に購入したのと同じであり、本件各金員を用船料と

した会計処理は誤りであったなどとして、本件各金員を本件各船舶の取得に係る借入

金の返済であるとする経理処理をしているが、当該経理処理は、本件事業年度におけ

る日々の経理処理の後にされた、本件法人税確定申告書の作成を意識して行うことも

可能な経理処理であって、それ以前の原告が本件各金員を支払っていた本件事業年度

末までの期間においては、原告は、一貫して、本件各金員を用船料として経理処理し

ていたのであるから、その時点における本件各金員についての原告の認識が用船料で

あったことは明らかである。 

ｃ 原告は、本件各金員を用船料として会計処理していたことは認めつつ、会計処理に

よって契約の性質が決定されるものではない旨主張し、原告代表者も、海運業界の慣

習上、裸用船契約書の書式を用いて本件各船舶を取得しているため、当初は名義上「用

船料」として会計処理していた旨述べる。 

 しかし、裸用船契約書の書式を用いているから用船料として会計処理をしていたと

いうのであれば、それは、本件各契約が、用いた書式のとおり、船舶賃貸借契約たる

裸用船契約であると認識していたことにほかならないし、本件各パナマ法人のうち決

算報告書が作成されているＤ社及びＦ社いずれにおいても、本件各契約が裸用船契約

であるとの認識に沿った経理処理をしているのであるから、本件各契約の締結時にお

ける当事者の意思は、やはり、裸用船契約として合致していたと解さざるを得ない。 

 また、原告代表者の供述を前提とすると、原告は、本件各契約の締結において、初

めて裸用船契約の書式を使用して合意確認書を付けるという形式を採ったにもかか

わらず、税理士などの専門家に何ら相談もしないまま、本件各船舶を自己の船舶とし

て資産に計上することなく、本件各金員を本件各パナマ法人に対する用船料の支払と

して経理処理をしていたというのであって、本件各契約について自らの船舶の購入で

あると認識しながら、特段の理由もなく自らの認識と異なる名義上の計上を続けたと

いうこととなるが、そのような不自然な経理処理を行うことについての合理的な理由

は何ら見当たらないから、前記の供述は信用できない。 
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 したがって、本件各契約の法的性質は、契約書式のみならず、その会計処理から見

ても、船舶賃貸借たる裸用船契約というべきであり、売買契約であるとする原告の主

張は理由がない。 

(エ)ａ 本件Ｋ号契約における契約当事者であるＤ社の親会社であるＥの経理責任者であ

るⒸ（以下「Ⓒ」という。）は、申述書（乙１６。以下「Ⓒ申述書１」という。）にお

いて、Ｋ号の所有者はＤ社であり、原告に売却した認識はないこと、裸用船契約終了

時に原告が買い取る契約も本件Ｋ号契約と同時にしているが、Ｄ社がＫ号を他社に売

却することもできることを述べており、Ｄ社の認識としても、原告に対し、Ｋ号を売

却していないことを示している。 

Ⓒ申述書１は、Ⓒ作成に係る他の申述書（甲２８。以下「Ⓒ申述書２」という。）

と内容を異にするが、Ⓒ申述書２はⒸ申述書１より後に作成されたものである上、原

告代表者の尋問における供述によっても、Ｅに反面調査があったことを知ったのは、

Ⓒ申述書２が作成された平成１７年１月２０日の当日である余地を否定していない

ことからみても、Ｅと原告との関係がⒸ申述書２の記載内容に影響した余地を否定す

ることはできず、その内容をそのまま信用することは困難である。 

ｂ また、原告は、Ⓒ申述書１の作成経緯に関する丙上席国税調査官（平成１８年２

月までの氏は丁である。以下、氏の変更の前後を通じ「丙調査官」という。）の聴取

書（乙４。以下「丙聴取書」という。）の記載内容のうちＥの戊社長（以下「戊社長」

という。）から説明を受けたとする内容が明らかな虚偽であるからその証明力はゼロ

であるとし、平成１７年１月２０日に行われたＥに対する税務調査（以下「本件税務

調査」という。）の際にいた男性が戊社長とは別の男性であったと思われるとする丙

調査官の陳述書（乙２６。以下「丙陳述書」という。）の信用性もゼロであると主張

する。 

 しかし、そもそも、前記のとおり、本件各契約の法的性質については、Ⓒ申述書１

以外の本件各契約書といった客観的証拠を中心に考察すべきであるところ、本件各契

約が船舶賃貸借としての裸用船契約であることは既に明らかになっており、Ⓒ申述書

１並びにその信用性に係る丙聴取書及び丙陳述書の記載内容を殊更に強調して被告

の主張を論難しようとする原告の主張は失当である。 

 また、丙調査官は、本件税務調査の際に事前に話を聞くべき相手を特定し、確実に

会える状況を確保していたとはいえず、話を聞いた男性は名前は出せないと言ってお

り、その名前の確認の機会も乏しかったこと、丙聴取書作成の時点においては、平成

１７年１月の本件税務調査当時から約５年、同年１２月の反面調査からも約４年が経

過していたことから、契約書、申述書等、資料に基づき記憶が喚起できる事項以外の

点については、必ずしも記億が鮮明とはいい難い点もあり、聴取した相手の特定につ

いては、聴取書や名刺といった、当時の記録に残されていた戊社長の名前が印象に残

った状態で話をしてしまったこと、その後、丙調査官は、何度も確認作業を行って、

本件税務調査の際に会ったのが戊社長ではないと思い出し、丙陳述書を作成したこと

も述べており、合理的な説明がされているのであるから、本件税務調査において、丙

調査官が話を聞いた男性の特定について、丙陳述書と丙聴取書との記載に不一致が生

じたことをもって、両書面のその他の部分についてまで、丙調査官の陳述の信用性が
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否定されるものではない。 

そして、少なくとも、Ⓒ申述書１は、本件税務調査の際に、Ｋ号の取引の実情を詳

しく知る、Ｅの実質的経営に携わる男性が１人おり、その男性が自らの認識として申

し述べたことを記載したものであり、同席していたⒸが経理責任者として署名押印し

たという点に関しては、丙陳述書の記載と丙聴取書の記載は一貫している上、丙陳述

書においては、上記のとおりの、Ⓒ申述書１及びⒸ申述書２の申述書の作成に至る一

連の経過が、外部との連絡によりこれら申述書の内容が変遷した可能性も含めて具体

的に述べられていることからみても、その信用性は十分に認められるというべきであ

る。 

(オ) 以上によれば、本件各金員は、「船舶の貸付けによる対価」に当たるというべきであ

る。 

ウ その余の原告の主張について 

(ア) 標準書式を活用する海運業界の慣行に関する原告の主張について 

原告は、「海運業界では、割賦売買契約書を作成せず、標準書式を利用しつつ、特約・

覚書等を締結することによって売買としての買取義務付裸用船契約を成立させることが

慣行である」と主張し、Ｐが制定した「Ｐ STANDARD BAREBOAT CHARTER CODE NAME: "Ｑ 

2001"」と題する標準書式（以下「Ｑ」という。）第Ⅳ部の書式を用いた「買取条件付裸用

船契約」をして停止条件付き売買というとする文献を書証として提出し（甲５１）、「買取

義務付裸用船契約が売買契約であることは広く認識されている。」と主張する。 

 しかし、仮に原告が主張する慣行が認められたとしても、本件各契約は、以下に述べる

とおり、Ｑ第Ⅳ部の書式をそのまま流用したものではないことから、その法的性質につい

ても、Ｑの形式による契約と同列に論ずることはできない。すなわち、本件各覚書におけ

る本件各船舶の買取りに関する約定は、買取りに際し、用船者がその買取りの「権利／義

務を行使（履行）」することが必要であり、また、各月の用船料とは別に所定の金員を支

払うこととされている一方、Ｑ第Ⅳ部の規定は、別途、買取りの「権利／義務を行使（履

行）」することも、別途の金員を支払うこともない定めとなっており、本件各覚書におけ

る買取りの定めとは明らかに異なっているのであって、後者のような定めであれば、その

「用船者が用船者の債務を終了したこと」により条件が成就し、当然に売買としての法的

効果が生じると解することも可能であるとしても、本件においては、飽くまでも買取りの

「権利及び義務を有する」用船者による別途の行為が必要となる旨定められているのであ

るから、当然に売買としての法的効果が生じるとは解せない。 

 しかも、原告及び本件各パナマ法人との間において、契約書等の外形的資料以外に、隠

された当事者の合意内容、あるいは表示行為から推測される効果意思とは別の真の内心的

効果意思が存在する余地として、「停止条件付き売買とする」という意思の合致があった

という特段の事情は何ら認められていない。 

 そうすると、本件各契約が、Ｑの形式で締結された「買取条件付裸用船契約」と同様に、

「停止条件付き売買」として成立したとはいえない。 

 また、前記の文献は、上記Ｑの形式で締結された「買取条件付裸用船契約」について、

原告が本件各契約の法的性質として主張する「典型的な所有権留保型船舶ファイナンスで

ある『買取選択権・買取義務付裸用船契約書』」や、「実質的に『所有権留保付割賦売買契
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約』」としているのではなく、単に「停止条件付き売買」であるとしているにすぎず、用

船期間満了時において「用船者の債務を終了したこと」という条件が成就して、初めてそ

の売買としての法的効果、すなわち船舶の所有権の移転が生じることになるはずであり、

かかる条件が成就する以前においては、むしろ、船舶の所有権移転の効果は生じておらず、

その所有権は、依然として船主である賃貸人にあるということになるから、Ｑの形式によ

り締結した「買取条件付裸用船契約」においては、その条件が成就する前の時点における

所有権は、実質的にも船主にあるというべきである。 

(イ) 本件各契約が賃貸借契約ではないとする原告の主張について 

 原告は、賃貸借契約では借主に期間満了後の目的物返還義務があるが、本件各契約にお

いては、本件各覚書が存在し、原告が期間満了後に本件各船舶を買い取ることになってお

り、原告に期間満了後の目的物返還義務はないから、本件各契約は賃貸借契約ではない旨

主張するが、本件各契約において、契約上、「返船港」や「返船場所」に関する約定がさ

れていることからみても、賃貸借と解すべきである。 

 これに対し、原告は、本件各覚書は「用船契約書の規定にかかわらず」期間満了時に原

告に買取義務があると規定するものであり、「原告が期間満了後に本件各船舶を買い取る

ため、本件各船舶が本件各パナマ法人に返還されることはな」いと主張した上で、「本件

各覚書の期間満了時における買取義務条項が特約として機能し、標準書式の返船港及び返

船の規定も変更を受けている」と反論する。 

 しかし、本件各契約においては、Ｄ社やＢ社が売主となって転売することも想定されて

いるのであるから、少なくともこのような場合には、一旦は、所有者である本件各パナマ

法人に本件各船舶が返還されることとされているというべきである。 

その上で、本件Ｈ号契約書では、ＰＡＲＴⅠの１８欄「返船港」に、契約当事者によっ

て「Ｒ／Ｓの範囲の安全港」との書き込みがされ、この１８欄を受けたＰＡＲＴⅡの１３

条の返船の定めにおいては、後半部分が削除されているにもかかわらず、「返船」の部分

は意識的に残されていることからすれば、本件各契約における返船に関する規定は、まさ

に、賃貸人である所有者が売主となって転売する形で、用船契約が終了した場合の返船義

務として機能することも想定されているというべきである。 

 そうすると、本件各船舶が本件各パナマ法人に返還されることがないとはいえず、本件

各覚書の「買取義務」の条項により、標準書式による本件各契約の返船港及び返船の規定

が変更を受けているとの原告の主張には理由がない。 

しかも、用船期間中は「賃貸借」により用船者が船舶を利用し、用船期間が終了した後

に、改めて当事者間で当該船舶を売買することをあらかじめ約しておくという契約当事者

の合意も成立し得るのであるから、その点から見ても、当初定めた用船期間の終了時に用

船者が船舶を買い取る旨の特約があったからといって、そのことのみで、本件各契約が賃

貸借契約に該当しないと結論づけることもできないというべきである。 

したがって、本件各覚書に買取義務の定めがあることは、用船者の期間満了後の目的物

返還義務はなく本件各契約は賃貸借契約ではないとする原告の主張の理由となるもので

はなく、原告の主張は失当である。 

(ウ) 本件各契約の目的や動機に関する原告の主張について 

ａ 本件各契約の動機に関する原告の主張にも、客観的な証拠やその他の事情に整合しな
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い不自然な点があり、これらの点は、原告の主張が事実と相違することをうかがわせる

ものというべきである。 

ｂ すなわち、本件各契約の目的に関する原告の主張によれば、本件各契約の最終的な目

的は、原告が、名実ともに船舶の所有者になることにあるということになるはずである

ところ、本件Ｈ号契約に関し、原告とＢ社との間で、用船期間中においても、Ｂ社は、

いつでも協議の上、Ｈ号を第三者に売船でき、その際、原契約は合意解除とみなされる

旨の約定がされた覚書（乙２３。以下「本件Ｈ号覚書２」という。）が取り交わされて

いるのであって、仮に、原告が主張する本件各契約の最終的な目的からすると、このよ

うな原告自身によるＨ号の所有と相反することとなる取決めがなされるのは不自然で

ある。 

ｃ また、本件各パナマ法人が本件各船舶を所有することに経済的利益があることは、原

告も主張しているところであるにもかかわらず、原告が、法形式上、本件各船舶の所有

者となる場合には、本件各船舶は日本船舶となり、外国人船員を配乗することによる人

件費の削減、固定資産税等の税負担の軽減といった便宜置籍船であることによりもたら

される経済的利益をあえて放棄することになるのであり、そのような経済的な利益を手

放してまで、原告自身が本件各船舶を法形式としても所有することを意図するとは考え

難く、原告の主張は不合理である。 

ｄ さらに、原告は、自らの希望により、平成１６年１１月１日付けで一旦原告の所有物

となった本件各船舶を、再度本件各パナマ法人に買い戻させた上で、本件各パナマ法人

から「定期用船」しているところ、原告が、「自社船で持とうと考えた」というのであ

れば、一度は名実ともに所有権を得たにもかかわらず、それをわざわざ本件各パナマ法

人に買い戻させて、かかる「定期用船」をすることは不自然であり、むしろ、当初から、

「自社船で」持つ意思も必要性もなかったのだというべきである。 

 もっとも、原告は、これらの「定期用船」をした理由について、違法な行政処分等の

継続を停止するためには、裸用船契約を解除するか、「買取選択権／買取義務付裸用船

契約」を一瞬で完結するしか選択がなく、買取選択権行使に必要な資金を持ち合わせて

いなかったことから、本件各パナマ法人が本件各船舶を買い戻し、改めて原告に定期用

船させ、Ｈ号については、その後、原告のパナマ子会社であるＷ社が買い取ったもので

あると弁明するが、この本件各パナマ法人による本件各船舶の買戻し以降、本件各覚書

における買取価格の定めはなくなり、買取りに必要な資金額を減額する余地が生じたに

もかかわらず、それ以降も、結局、原告自ら本件各船舶を所有することがなかったとい

う経緯からみても、原告の上記説明は、原告が「自社船」として所有する目的で、本件

各パナマ法人との間で、「所有権留保付割賦売買契約」として本件各契約を締結したと

の主張を裏付けるものとはならない。 

(エ) Ｅの借入れや返済開始の時期、原告の資産の認識状況からすると、平成１５年２月か

ら新たな契約が始まったというべきであるとする原告の主張について 

ａ 原告は、Ｄ社の親会社であるＥが、Ｄ社にＫ号の購入資金を貸し付けるための資金と

しての借入れをＵ信用金庫（以下「Ｕ信金」という。）から行った際の「金銭消費貸借

証書」（甲４４）の作成日付が平成１５年１月３１日であり、その借入れについてのＥ

の弁済が同年２月から開始されたということは、その弁済の原資となった原告からＤ社
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への支払も同月に開始された、つまり、Ｋ号に関する「買取選択権／買取義務付裸用船

契約」が同月に開始されたということにほかならないと主張し、この主張を、平成１４

年１０月から平成１５年１月までと、同年２月以降とでは異なる取引が行われていたと

の主張の理由の一つとしている。 

 しかしながら、原告からＤ社への支払そのものは、平成１５年２月よりも前の、平成

１４年１０月から、既に「用船料」として開始されていたのであり、それから平成１５

年１月までの間、そして、同年２月以降も、同じ「用船料」として継続して行われてい

る。しかも、本件Ｋ号契約書自体には、「平成１５年２月」に作成されたとの作成日付

の記載はない。 

 そうなると、仮に、上記借入れの「弁済の原資」としての、原告からＤ社への支払に

ついて、平成１５年２月に開始したといえるとしても、それは、それ以前から開始して

いた、原告からＤ社への支払における支払額が、同年２月以降は、上記借入れの返済に

充当されるようになったと考えられるのであり、かかる「弁済の原資」としての支払開

始時期は、本件Ｋ号契約書に基づく取引の開始時期そのものが同月であることの理由と

なるものではない。 

したがって、この「弁済の原資」としての支払開始時期が、平成１５年２月であった

としても、そのことは、原告とＤ社との間で、平成１４年１０月から平成１５年１月ま

でにおいて、同年２月以降と異なる取引が行われたことの根拠とはならない。 

ｂ 原告は、供用年月日が「平成 15.02」と記載された「減価償却資産の計算書」（乙９）

に、Ｋ号が資産として計上されていることから、原告は、平成１５年２月に、Ｋ号を資

産として認識し計上したと主張し、このことからも、平成１４年１０月から平成１５年

１月までと、同年２月以降とでは異なる取引が行われていたとの主張の理由としている。 

 しかしながら、この「減価償却資産の計算書」は、平成１５年２月を含む事業年度の

翌事業年度である本件事業年度（同年１１月１日から平成１６年１０月３１日まで）以

降に作成されたものであり、平成１５年２月当時の原告の認識を示すものではなく、

「平成 15.02」との記載も、あくまでも、本件事業年度以降で、「平成 15.02」を当該

資産の「供用年月日」として表記することを意図し、そのような表記をしたということ

を示すにすぎない。 

 むしろ、平成１５年２月を含む事業年度（本件事業年度よりも前の事業年度である、

平成１４年１１月１日から平成１５年１０月３１日まで）の「減価償却資産の計算書」

（乙２５）には、Ｋ号を資産として計上するような記載はされていないことからすると、

同年２月当時の原告の認識としては資産計上すべき原告の資産ではないとの認識だっ

たというべきであり、同月当時のＫ号の資産計上についての原告の認識についても、原

告とＤ社との間で、同月以降、それ以前とは異なる取引がなされていたとの原告の主張

の根拠とはならない。 

ｃ さらに、仮に、平成１５年２月以降の契約が、それ以前の契約とは別個の契約だった

としても、それだけで、それらの契約が類型を異にする、運航委託契約であるとはいえ

ず、むしろ、同一の契約類型というべきである。 

（原告の主張の要旨） 

ア 所得税法１６１条３号における「船舶の貸付け」すなわち船舶の賃貸借とは、用船者が船
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主に対価を支払って、船舶を使用し、賃貸借期間が満了すれば船主に返還するという賃貸借

契約としての裸用船契約を意味しているところ、本件各契約においては、契約期間途中には

買取選択権を有し、契約期間満了時には買取義務があるため、船主に返還することはなく、

しかも、そもそも裸用船者が金融を得ることを目的とし、自己の所有となる船舶の代金債務

につき、裸用船料の名目で、他社を通じて金融機関に対して弁済を行うものであるから、原

告が支払った金員は、売買代金の支払にほかならない。 

 したがって、本件各契約に基づき原告が支払った本件各金員は所得税法１６１条３号に定

める「船舶の貸付けによる対価」には当たらない。 

 以下、詳述する。 

イ(ア) 税法による課税構成要件は、先行する私法取引を所与のものとして適用されるから、

税法による租税債権の発生の判断には、先決的私法取引の実質的な性質を判定することが

必要である。そして、その判定に当たっては単に契約に記載された用語や表面的な文章に

とらわれることなく、実質的な内容を把握した上で判断される必要があることはいうまで

もなく、このことは裁判例においても確認されている。 

 本件の取引についても、単に裸用船契約の形態をとっているという理由だけで、所得税

法１６１条３号にいう「船舶の貸付け」に当たると結論づけることはできない。それが「船

舶の賃貸借」なのか、実質的には「船舶の売買」なのかという実質的私法取引の判定をし

なければならない。 

(イ) 本件Ｈ号契約及び本件Ｋ号契約の経緯 

ａ 原告は、Ｕ信金から、Ｈ号を「Ｊ丸」の船名で所有していたＩの税務状況の改善のた

め、運航してほしい旨要請され、また、同じ時期に、Ｅの救済についても協力依頼があ

り、Ｅの子会社が購入した内航船（後のＫ号）を運航してほしい旨要請された。 

ｂ しかし、当時の運賃マーケットからは、単に船舶を借りて運航し、運賃収入から使用

料を支払うというのでは、原告の採算がとれない状況であった一方、中古船市場は上向

きになり、船舶を購入した上で、最終的に転売すれば利益が出ると考えられたため、原

告は、両船舶を購入し、自社船として持つことにした。原告は、船舶購入の資金が必要

であったものの、銀行の貸出枠がいっぱいであり、新たな借入れができない状態であっ

たため、裸用船契約を利用したファイナンスを受けることにした。 

ｃ 原告は、平成１４年、Ｃのパナマ子会社であるＢ社との間で、裸用船契約書及び買取

選択権・買取義務についての覚書の２つを同時に締結し、Ｅのパナマ子会社であるＤ社

との間で、裸用船契約書及び買取選択権・買取義務についての覚書の２つを同時に締結

した。原告、Ｕ信金及びＣ又はＥとの間でそれぞれ決められた前記の取引の内容は、次

のとおりである。 

(a) Ｂ社あるいはＤ社が中古船舶を元所有者から購入し、改造した上で、各パナマ法

人がＨ号あるいはＫ号の登記上の所有者となる。 

(b) 各パナマ法人は、親会社を通じて、銀行（Ｕ信金）から借り入れ、船舶購入代金

を支払う。 

(c) 原告が買取選択権／買取義務付裸用船契約に基づき、船舶を用船する。原告が、

船長を任命し、船員を手配し、修繕費用を負担し、船員給与や保険料、燃料など航海

に係る費用を支払い、荷主に対して責任を負う。用船期間中、実質的に船舶を支配す
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るのは原告である。 

(d) 原告は上記(c)による使用の対価を用船料の名目で支払う。この金員で各パナマ法

人が日本の親会社に弁済し、日本の親会社がＵ信金に弁済する。 

(e) 原告は、買取選択権／買取義務付裸用船契約の期間途中には買取選択権、期間満

了時には買取義務があり、期間満了時に所有者の名義が原告に移転する。船舶が船主

に返還されることはない。買取価格は、その時点におけるＨ号あるいはＫ号の総コス

ト残高と同額である。 

(ウ) 本件Ｎ号契約の経緯 

ａ Ｎ号については、船台が空いたＯから新造船建造の依頼があり、原告は船舶を所有す

ることとしたが、前記のとおり、融資を受けることができなかったため、当初から買取

選択権／買取義務付裸用船契約を予定していたのであり、Ｇの子会社であるＦ社とＯが、

原告とＯ問の交渉で決まった条件で造船契約を締結することになった。 

ｂ 原告とＦ社は、平成１５年３月９日及び同月１０日に、裸用船契約及び買取選択権・

買取義務についての覚書を締結した。 

ｃ 金融機関、Ｇ及び用船者である原告による協議の上、決まった取引の概要は、以下の

とおりである。スキームはＨ号やＫ号と同じである。 

(a) Ｆ社が、Ｏが建造したＮ号を購入し、Ｆ社が登記上の所有者となる。 

(b) Ｆ社は、日本の親会社であるＧを通じて日本の金融機関から借り入れ、船舶購入

代金を支払う。 

(c) 原告が買取選択権／買取義務付裸用船契約に基づき、船舶を用船する。原告が、

船長を任命し、船員を手配し、修繕費用を負担し、船員給与や保険料、燃料など航海

に係る費用を支払い、荷主に対して責任を負う。用船期間中、実質的に船舶を支配す

るのは原告である。 

(d) 原告は上記(c)による使用の対価を用船料の名目で支払う。この金員でＦ社がＧに

弁済し、Ｇが金融機関に弁済する。 

(e) 原告は、買取選択権／買取義務付裸用船契約の期間途中には買取選択権、期間満

了時には買取義務があり、期間満了時に所有者の名義が原告に移転する。船舶が船主

に返還されることはない。買取価格は、その時点におけるＮ号の総コスト残高と同額

である。 

(エ) 本件各契約の性質 

ａ 本件各契約については、裸用船契約の特約として、同時に一体として作成された本件

各覚書が存在し、そこには、『NOTWITHSTANDING THE STIPULATION ON ORIGINAL CHARTER

 PARTY（日本語訳：用船契約書の規定にかかわらず）』、期間中の買取選択権及び期間満

了時に買取義務があると規定する。つまり、本件各覚書の存在こそが、単なる賃貸借と

しての裸用船契約ではないことの証拠であり、原告が契約締結時点において本件各船舶

の所有権を確定的に取得し、又は同時点から同所有権の移転に関する意思があったこと

は明らかである。 

 そして、賃貸借契約においては、期間満了後に借主に目的物返還義務があるところ、

本件各契約締結時からの合意により、本件各船舶については、原告の買取選択権・買取

義務が存在することにより、原告による使用・収益の期間が終了した後、本件各パナマ
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法人に返還されることはないから、目的物返還義務（民法６１６条、５９７条１項）が

ないのであり、本件各契約は賃貸借契約に当たらない。 

被告は、裸用船契約の標準書式の中には、裸用船契約本体の返船港（ＰＡＲＴⅠ１８

欄）及び返船（ＰＡＲＴⅡ１３条）の規定があることを指摘するが、本件各覚書が特約

として締結されたことにより標準書式は修正を受けているのであって、『用船契約書の

規定にかかわらず』適用される本件各覚書の１項の買取選択権・買取義務条項が特約と

して優先適用され、標準書式の返船港及び返船の規定は意味をなさないのである（なお、

上記の返船に関する条項が削除されないのは、契約解除の際には船舶を返還しなければ

ならないからである。）。 

 そして、原告は、本件各船舶の用船料について、本件各船舶の購入代金の融資をした

金融機関とも相談をして、それぞれの購入代金元本に利息等を加えた金額を分割して支

払うものとして計算して決めているところ、わざわざこのようにしたのは、原告が本件

各船舶の購入者として購入代金を支払うからである。単なる賃貸借であれば、原告が本

件各パナマ法人との間で裸用船料を決定すればよいだけであり、本件各パナマ法人に融

資を行う銀行と相談して裸用船料の支払の表を作成する必要などない。 

さらに、本件各船舶の所有者の登録は、本件各パナマ法人が担保として行い、代金を

完済した時点で原告に移転する。代金の支払が終わるまで登記が移転しない点で所有権

留保型の売買契約であるといえる。 

ｂ Ⓒは、本件税務調査の当日の午前の段階で本件Ｋ号契約の内容を理解しておらず、本

件Ｋ号覚書を見せられていないにもかかわらず、本件税務調査の担当調査官から再三督

促を受けたため、緊張の中で訳も分からないままⒸ申述書１に署名してしまったが、こ

れでよかったのか不安になり確認したところ、Ｋ号に係る契約には原告の買取義務があ

ることが分かったので、正しい認識として新たなⒸ申述書２を提出した。そこには、Ⓒ

の認識として、原告が買い取る旨の覚書があり、Ｋ号は原告に売却したとの記載があり、

それがＤ社の認識である。 

 これに対し、被告は、Ⓒが原告からの指示を受けてⒸ申述書２を提出したと主張する

が、それはあり得ず、丙調査官の証言によっても証明できていない。 

 そして、Ｂ社及びＦ社についても、Ｋ号と同様のスキームに関するものであり、原告

にＨ号及びＮ号を売却したとの認識である。 

ｃ 原告は、裸用船契約に、特約として期間中の買取選択権及び期間満了時の買取義務を

付しており、本件各船舶の取得を購入するための契約であると認識して契約を締結した。 

 なお、本件各覚書には、本件各船舶を転売した利益を本件各パナマ法人と折半する旨

の規定があるが、これは、原告から第三者に売却した利益は本来全て原告の利益である

けれども、懇意にしている本件各パナマ法人にも利益は分け与えるとの趣旨で入れた規

定である。また、本件Ｈ号覚書２は、甲（Ｂ社）から実質的所有者である乙（原告）が

買取権を行使するなどして、原告が第三者に売却することを定めたものである。 

ウ その余の被告の主張について 

(ア) 契約書の書式について 

 用船契約を締結する場合、船主、用船者双方の契約条件は多岐、多種であるために、契

約書の全てを一から作成すると成約に至るまでに大変な時間と作業がかかる一方、用船契
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約は、裸用船契約、定期用船契約、航海用船契約に区分され、その類型ごとに特色を有し

ており、また、実務慣行上、多くの契約において必要とされる基本的な条項が存在するこ

とから、長年にわたる実務を通じて、その基本的な条項を抽出し、それをまとめた標準書

式が利用されている。 

 そして、標準書式には何種類かあり、Ｐの標準書式であるＱや、ＴのⒺフォームなどが

よく利用されており、Ｑでは、第Ⅰ部は取り決め事項、第Ⅱ部は契約条項全般、第Ⅲ部は

新造船の場合のみの適用、第Ⅳ部は買取条件付裸用船契約、第Ⅴ部は裸用船登録に登録さ

れる船舶への適用条項という構成となっている。本件のＫ号及びＨ号の契約ではＱ、Ｎ号

の契約ではⒺフォームが利用されている。 

 標準書式は、複雑な用船契約の締結を迅速かつ効率的に締結するため、あるいは紛争予

防のために用いられるが、独自の合意内容を契約に盛り込むことも自由であり、標準書式

から不必要な部分を削除したり、文言を追加したり、特約や覚書を追加するなどして、標

準書式を修正する。このように、海運業界では、標準書式を利用することで効率的な契約

の成立を目指すとともに、契約ごとに独自の合意内容を入れることにも対応してきた。 

 裸用船契約において、船舶の買取選択権や買取義務についての合意（ハイヤーパーチェ

ス・アグリーメント）が、特約として追加されることがある。 

 Ｐの標準書式であるＱの第Ⅳ部は買取条件付裸用船契約についての書式であるが、買取

選択権や買取義務についての特約を追加する際に、標準書式であるＱ第Ⅳ部を利用するか

否かは契約当事者の自由であり、実際に、Ｋ号及びＨ号の契約では、既に述べたような海

運業界における慣行を認識した上で、Ｑの第Ⅳ部を利用せずに、これを若干変更した独自

の覚書を締結して特約とし、Ｎ号の契約では、Ⓔフォームの標準書式とともに、買取選択

権及び買取義務についての独自の覚書を締結して特約とした。 

 そして、この買取選択権及び買取義務についての特約の存在により、裸用船契約の内容

が修正を受け、売買としての買取義務付裸用船契約が成立しているのである。 

 買取義務付裸用船契約が売買契約であることは広く認識されており、本件のように買取

選択権及び買取義務を定める覚書を締結する場合も、Ｑの第Ⅳ部を利用する場合も、停止

条件付きと考えるか、所有権留保型と考えるか解釈は様々としても、買取義務付裸用船契

約が（割賦）売買契約であることに変わりはない。 

(イ) 会計処理について 

原告は、本件各契約において、毎月の裸用船料の支払を用船料勘定で処理していたが、

これは、後に改めて述べるようにＨ号及びＫ号につき当初４か月間の運航委託に関して用

船料で経理処理していたものをそのままにして経理処理してしまったものであり、買取義

務付きの裸用船契約については資産として計上をすることについて、後から指摘を受けた。 

(ウ) Ⓒ申述書１及び２等の信用性について 

ａ 平成１７年１月２０日、江東東税務署の丙調査官ほか１名の調査官がＥにおいて本件

税務調査を行った。そこで対応したⒸは、同社の経理担当である。調査の目的は、原告

とＥ・Ｄ社との間の裸用船契約の内容についてであり、Ⓒに対して用船形態について何

度も質問がなされた。 

 調査において、丙調査官が主に質問を行い、文章をとりまとめ、他の調査官が、Ｅの

パソコンを使って申述書を作成した。丙調査官らは作成した申述書をⒸに見せ、署名押
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印するように言ったのである。Ⓒは、経理担当者にすぎず、原告との契約の成立にも立

ち会っていないため、原告との契約が法的に売買なのか賃貸借なのかについては、理解

しておらず、丙調査官らが申述書を見せたところで、その内容を理解できていなかった

が、長時間にわたる慣れない調査のため、緊張や疲労が大きくなっていたところに、丙

調査官らから再三署名するよう言われたので署名押印しただけである。Ⓒ申述書１には

署名押印はあるものの、Ⓒは申述書の内容を理解できておらず、白紙に署名押印したに

等しい。 

 丙調査官らが去った後に、Ⓒが、本件の取引には覚書が存在し、Ｋ号は原告に売却し

たものであると気付いたため、Ⓒ申述書２を提出したのである。なお、この調査の際、

Ⓒ以外の者がいたかは不明である。

ｂ 本件税務調査において戊社長が対応したとの記述がみられる丙聴取書（乙４）につい

て、原告が戊社長の不在を指摘すると、被告は、丙聴取書作成時の丙調査官の記憶が曖

昧で、丙陳述書（乙２６）が正しいと主張した。 

しかし、丙調査官は、上席国税調査官という立場で本件税務調査に携わった者であり、

また、丙聴取書（乙４）が本件訴えに用いられると理解していたのであるから、十分に

準備した上で丙聴取書に係る聴取に臨んだと当然考えられるし、被告としても、調査に

赴いた税務調査官の陳述書や聴取書は丙聴取書だけなのであるから、いい加減な記憶の

人間を聴取に使うはずがない。 

 丙調査官は、平成１７年１２月１２日に再度Ｅを訪れた時点で、戊社長が同年１月２

０日の本件税務調査にいなかったことを認識しており、丙聴取書の作成時点で、丙調査

官の記憶が曖昧だったなどという言い訳は真実ではないのであって、丙調査官及び被告

は同日の戊社長の不在を明確に認識していたにもかかわらず、あたかも戊社長がいたか

のような虚偽の内容の丙聴取書を作成、提出したのであり、丙聴取書に信用性は全くな

い。 

ｃ 原告は、平成２２年１１月４日付けの第二準備書面において、本件税務調査の際の戊

社長の不在を指摘したところ、丙調査官は、平成２３年になって、被告指定代理人から

戊社長の不在を聞かされ、同年６月１４日付けで丙陳述書が作成された。そして、丙調

査官は、丙陳述書において、丙聴取書の聴取時は記憶が曖昧だったが、よく思い出して

みると戊社長は不在だったと述べ、被告は、丙調査官が色々思い出したので、丙陳述書

こそが真実であると主張するが、丙調査官の供述は信用できない。 

 まず、丙調査官が会ったという「男性」は、１回目の本件税務調査ではⒸとともに会

った唯一の男性であり、２回目の調査ではその「男性」と戊社長に会っているから、丙

調査官は「男性」と戊社長が同時存在していたことを認識し、両者の区別がついていた

ことが分かる。そして、たった２回しか行っていない調査で２回とも対応したこの「男

性」は、名前も役職も分からないが事情に詳しく、申述書の署名を拒否したという極め

て特異な特徴を備えていたのであり、直接対応した本人に記憶がないということはあり

得ない。そして、丙聴取書にも記憶が曖昧なまま聴取に応じたなどとは書かれておらず、

むしろ丙調査官が自信をもって戊社長とのやり取りについて詳細に語る内容となって

いるから、１年後に作成された丙陳述書になって、あの時は記憶が曖昧だったという主

張は真実ではない。 
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 また、丙陳述書は、本件税務調査から６年経過しているにもかかわらず、Ｅにいたと

される「男性」とⒸとの会話の様子を詳細に述べるなど、あまりに詳細で、まるで物語

のように具体的であって不自然であるが、丙調査官には、曖昧だった記憶が鮮明に蘇る

きっかけとなる事情は存在しない。 

丙調査官が、丙聴取書の聴取時と変わらない税務調査書類を見ただけで記憶が喚起さ

れて会話の内容まで事細かに思い出したというのはあり得ない。また、丙調査官は、他

の人に話を聞いて確認したと述べるが、調査に行った者の中で一番詳しいから丙調査官

の聴取書を作成したはずであり、他の者が詳しければ、その者の陳述書を出せばよいの

であるし、調査にいた本人が覚えていないことを、他の税務調査官が覚えているという

根拠はない。 

また、調査について詳細に書かれている丙陳述書でも、「男性」は名前も役職も分か

っていないし、実質的経営者とは何かも明らかではない。岡山県まで反面調査に行って、

何も確認しないで帰庁したこと自体不自然であり、その男性がいたかどうか大いに疑問

である。 

(3) 争点３（本件各契約が裸用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当

時）により売買があったものと評価されるか否か）について 

（原告の主張の要旨） 

ア(ア) 本件各契約は、「裸用船契約の標準書式を用いた割賦売買」契約であるが、仮に、売

買が成立するのは、買取権を行使した時点又は裸用船契約の満了日であって、それまでは

売買ではないという処分行政庁の主張を前提にしても、別紙２の第５に掲げる法人税法施

行令１３６条の３により、「売買」として処理すべきものであり、本件の取引は、船舶の

貸付けには当たらないというべきである。 

 これに対して、被告は、法人税法施行令１３６条の３の定めは、所得税法１６１条３号

に及ばないと主張するが、及ばないとする法令の規定はない上、法人税法施行令１３６条

の３は内国法人がリース取引をした場合の「所得」についての規定であって、この規定に

より計算されるリース取引の「所得」は、「内国法人に対する船舶の貸付けによる対価」

であるのだから、所得税法１６１条３号に適用されて当然である。 

(イ) そして、本件各契約は、イに述べるとおり、法人税法施行令１３６条の３第３項に規

定する「リース取引」に該当するための要件を満たし、かつ、同条１項２号の要件を満た

すから、本件各契約は、同条に規定する「売買」に該当するというべきである。 

イ(ア) 本件各契約は、以下のとおり法人税法施行令１３６条の３第３項１号の要件を満たし

ている。 

ａ まず、本件各契約は、同号の「賃貸借期間の中途においてその解除をすることはでき

ないものである」との要件を満たす。 

すなわち、「解除」とは、用船者である原告がいつでも、理由なくできる任意の解除

であり、このような任意解除権は、契約書において明文をもって規定していない限り認

められるものではないところ、本件各契約では、契約の解除を認める条項は存在しない

から、「賃貸借期間の中途においてその解除をすることができない」という条件は満た

している。 

ｂ また、本件各契約は、同号の「これに準ずるものであること」との要件を満たす。 
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 すなわち、ここにいう「準ずるもの」とは、契約において、契約を解除できないわけ

ではないが、解除したときと同等の効果をもたらすものではないことを意味し、法人税

法基本通達１２の５－１－１でその例が掲げられているところ、本件各契約は、別表６

のとおり、「資産の賃貸借に係る契約に解約禁止条項がない場合であって、賃借人が契

約違反をした場合又は解約をする場合において、賃借人が、当該賃貸借に係る賃貸借期

間のうちの未経過期間に対応するリース料の額の合計額のおおむね全部（原則として１

００分の９０以上）を支払うこととされているもの」（以下「フルペイアウト要件」と

いう。）を掲げる法人税法基本通達（平成１９年改正前の法人税法基本通達をいう。以

下同通達について同じ。）１２の５－１－１(1)に該当する。 

(a) Ｈ号は、平成１６年末ないし平成１９年末まで割合９０パーセント以上 

(b) Ｋ号は、同期間、割合９０パーセント以上 

(c) Ｎ号は、同期間、割合９０パーセント以上 

(イ) 本件各契約は、法人税法施行令１３６条の３第３項２号の要件を満たしている。 

ａ 本件各契約は、同号の「賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされ

る経済的な利益を実質的に享受することができる」との要件を満たす。 

被告は、同号の「経済的利益を実質的に享受する」とは、当該リース物件を自己所有

するとするならばもたらされる経済的利益のほとんど全て享受できるとの趣旨である

ところ、原告が買取選択権を行使し、又は買取義務を履行したときに本件各船舶を第三

者に転売した利益を等分することになっているため、原告が転売利益の全てを得るわけ

ではないことから、本件各契約では、原告が経済的利益のほとんど全てを享受するとは

いえないと主張する。 

 しかし、同号がリース会計基準の定義を法制化したものであるとしても、「経済的利

益を実質的に享受する」ことの判定基準は、リース会計基準と法人税法で同じでないし、

仮に、法人税法施行令１３６条の３第３項２号が、会計基準と同様に、当該リース物件

を自己所有するとするならばもたらされる経済的利益のほとんど全てを享受できると

の趣旨であったとしても、本件各契約はその要件を満たしている。 

 被告は、原告が買取選択権を行使し又は買取義務を履行し、かつ、第三者に転売した

場合にどれだけの利益を得られるかどうか（値上がり益）のみをとらえているが、これ

は本件各船舶の利用からもたらされる経済的利益の本質ではない。賃貸借物件からもた

らされる経済的利益とは、賃貸借の目的となる本件各船舶を日常的に利用、つまり運航

させた際に得られる経済的利益を意味するのであり、本件各船舶の使用による運賃収入

は原告が全て得ているのである。転売利益についても、自己の利益をどのように処分し

ようと自由であり、本件各船舶については、本来は原告の利益であるものを本件各パナ

マ法人にも与えることにしているだけである。 

以上からは、原告は当該リース物件を自己所有するとするならばもたらされる経済的

利益のほとんど全て享受できるといえる。 

ｂ 本件各契約は、「当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととさ

れている」との要件を満たす。 

 その資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととは、（ⅰ）その賃貸

借期間中に賃借人が支払うリース料の額の合計額が、（ⅱ）賃貸人における賃貸借資産
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の取得価額及びその取引に係る付随費用（賃貸借資産の取得に要する資金などをいう）

の額の合計額のおおむね全部（原則として９０％以上）とされているところ（法人税法

基本通達１２の２－１－２）、本件各船舶は、（ⅰ）が（ⅱ）の額を超えているから、こ

の要件を満たす。 

(a) Ｈ号 

（ⅰ）は、原告の裸用船料の合計額である。裸用船料は、元金に、金利３．００％

分及び店費（月２０万円）をプラスして支払う。元金は、２億５６７３万円である。 

（ⅱ）は、賃貸人（Ｂ社）のＨ号の調達コストである。Ｈ号は中古船であるので、

調達コストとは裸用船契約締結時のＨ号の価格である。これは、船体、乗出し及び改

造費用の合計である２億５６７３万円である。 

以上からは、明らかに、（ⅰ）＞（ⅱ）であり、「その資産の使用に伴って生ずる費

用を実質的に負担する」といえる。 

(b) Ｋ号 

（ⅰ）は、原告の裸用船料の合計額である。裸用船料は、元金に、金利３．００％

分及び店費（月２０万円）をプラスして支払う。元金は、３億２５４５万３０００円

である。 

（ⅱ）は、賃貸人（Ｄ社）のＫ号の調達コストである。Ｋ号は中古船であるので、

調達コストとは裸用船契約締結時のＫ号の価格である。これは、船体、乗出し及び改

造費用の合計である３億２５４５万３０００円である。 

以上からは、明らかに、（ⅰ）＞（ⅱ）であり、「その資産の使用に伴って生ずる費

用を実質的に負担する」といえる。 

(c) Ｎ号 

（ⅰ）は、原告の裸用船料の合計額である。裸用船料は、毎日３２万８０００円で

あるが、これは、銀行からの借入れた元金１０億９０００万円及びその金利２．８０％

分に、Ｆ社の利益１日当たり８０００円をプラスして算出されている。 

（ⅱ）は、賃貸人（Ｆ社）のＮ号の調達コストである。Ｋ号は新造船であるので、

この場合の調達コストとは銀行から借入れた元金１０億９０００万円及びその金利

２．８０％分である。 

以上からは、明らかに、（ⅰ）＞（ⅱ）であり、「その資産の使用に伴って生ずる費

用を実質的に負担する」といえる。 

(ウ) 本件各契約は、法人税法施行令１３６条の３第１項２号の要件を満たす。 

ａ 本件各契約は、法人税法基本通達１２の５－２－２に規定する「公正な市場価額に比

し著しく下回る」金額により本件各船舶を買い取ることとしている。すなわち、公正な

市場価格と買取権の価格を比較したとき、後者の価格は著しく有利である（別表７参照）。

よって、裸用船契約の期間の終了時又途中において、原告が買取権に基づき本件各船舶

を購入する権利は、「リース資産を著しく有利な価額で買い取る権利が与えられてい

る」ということができ、法人税法施行令１３６条の３第１項２号の要件を満たす。 

ｂ 被告は、原告が本件各船舶を買い取った場合は第三者にほぼ確実に転売すると見込ま

れること、本件各覚書により、原告が得るのは転売利益の半分だとして、「著しく有利

な価額で買い取る権利が与えられている」とはいえないと主張する。 
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 しかし、第三者に「ほぼ確実に」「第三者に転売すると見込まれる」とする根拠がな

いし、本条項で問題となるのは、買取権を行使した際の買取価格が市場価格に比して著

しく有利かどうかであって、買い取った後に転売した利益をどう分配するかの利益の分

け前の問題と、買取価格が有利な価格か否かとは、無関係であるから、被告の主張こそ

失当である。 

ウ リース取引については、別紙２の第２に掲げる所得税法施行令１８４条の２において、法

人税法施行令１３６条の３と同様の取扱いを規定しており、リース取引のうち売買とされる

取引については、法人税法だけでなく所得税法においても同じ取扱いを受けるのであるから、

所得税法１６１条３号を適用する場合においても、本件各取引は売買とされるリース取引と

なり、本件各金員は船舶の貸付けによる対価には当たらない。 

（被告の主張の要旨） 

ア 原告は、仮に、本件各契約が売買でないとしても、別紙２の第５に掲げる法人税法施行令

１３６条の３第３項の「リース取引」に該当し、同条１項の要件を満たしており、売買があ

ったものとして所得の金額が計算されるべきものである旨主張するが、同条の規定は、法人

税に係る所得の金額の計算について定める規定であり、所得税の源泉徴収について定める所

得税法１６１条の規定には及ばないというべきである。 

 これに対して、原告は、法人税法施行令１３６条の３の定めは、所得税法１６１条３号に

及ばないとの法令の規定はなく、「法人税法施行令１３６条の３は内国法人がリース取引を

した場合の『所得』についての規定である。この規定により計算されるリース取引の『所得』

は、『内国法人に対する船舶の貸付けによる対価』であるのだから、所得税法１６１条３号

に適用されて当然である」と主張する。 

 しかしながら、法人税法施行令１３６条の３は、法人を納税義務者とする法人税の課税標

準たる所得の金額の計算についての定めであり、当事者間の契約関係が「資産の賃貸借」で

あることを前提とした上で、一定の要件を満たすものにつき、資産の引渡しの時に売買があ

ったものとして、法人税の課税標準たる各事業年度の所得の金額の計算をする旨を定めてい

る規定である一方、所得税法１６１条３号は、所得税に係る非居住者及び法人の納税義務に

関し、「国内源泉所得」の範囲を定めたもので、「船舶の貸付けによる対価」は、居住者又は

内国法人から支払を受ける対価そのものであり、その額は、現に支払われる金額により計算

される。 

 このように、法人税法施行令１３６条の３と所得税法１６１条３号は、その対象範囲・支

払時期を異にする、異なる税目において、それぞれ異なる計算方法に関して定められたもの

であるから、前者の定めが後者の定めに及ばないとの定めがないからといって、「当然」に

及ぶことになるということはできず、また、法人税法施行令１３６条の３の規定により計算

されるリース取引の所得が、直ちに、内国法人に対する船舶の貸付けによる対価であるとい

うこともできない。 

したがって、法人税法施行令１３６条の３により計算されるリース取引の「所得」が「内

国法人に対する船舶の貸付けによる対価」であるとして、同条が所得税法１６１条３号に「適

用されて当然である」旨の原告の主張は、このような法律における規定の仕方を無視した独

自の見解といわざるを得ない。 

イ(ア) また、本件各契約に係る取引に法人税法施行令１３６条の３は適用されないというべ
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きである。すなわち、法人が賃貸借取引をした場合において、法人税法施行令１３６条の

３第１項の規定により、その賃貸借の目的となった資産（リース資産）について、賃貸人

から賃借人への引渡しの時に売買があったものとして各事業年度の所得の金額の計算を

することとなるのは、上記賃貸借取引が、同条３項に定めるいずれの要件も満たし、かつ、

同条１項に定める要件のいずれかに該当するもの（又はこれに準ずるもの）である。 

 そして、法人税法施行令１３６条の３第３項各号に定める要件とは、①当該賃貸借に係

る契約が、賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないものであること又は

これに準ずるものであること（同項１号）、また、②当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸

借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ、かつ、当該

資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているものであること

（同項２号）であるから、まず、これらの要件を満たさなければ同条１項の適用を受ける

ことはできない。 

 さらに、この法人税法施行令１３６条の３第１項の適用を受けるためには、同項各号に

定める要件のいずれかを満たす必要があり、そのうち、同項２号は、当該賃借人に対し、

リース期間終了の時又はリース期間の中途においてリース資産を著しく有利な価額で買

い取る権利が与えられているものであることという要件を定めている。 

そして、原告は、本件各契約は、上記のうち同条３項１号及び２号のいずれの要件をも

満たし、かつ、同条１項に定める要件のうち、同項２号の要件に該当する旨主張するが、

本件各契約は、同条３項１号及び２号並びに同条１項２号のいずれの要件も満たしていな

いというべきである。 

(イ) 法人税法施行令１３６条の３第３項１号について 

ａ(a) 原告は、法人税法施行令１３６条の３第３項所定の「賃貸借期間の中途において

その解除をすることができないもの」にいう「解除」とは、用船者である原告がいつ

でも理由なく解除できる任意の解除を指し、本件各契約では、そのような契約の解除

権を認める条項は存在しないから、同施行令の要件を満たしていると主張するが、法

人税法施行令１３６条の３第３項１号にいう「賃貸借期間の中途においてその解除を

することができないもの」とは、その旨が契約条項に明記されている場合を指すと考

えるべきである。 

 すなわち、法人税法施行令１３６条の３は、いわゆるファイナンス・リース契約が、

法的には資産の賃貸借であるものの、あたかも賃貸人がリース物件を延べ払いで購入

した場合と同一の効果を生じていることに着目して、一定のリース取引については売

買があったものとして各事業年度の所得の金額の計算をすることとしたものであっ

て、リース取引におけるリース会社にとっては、リース期間の中途において解約がな

されないということは、リース物件への投下資金の回収を確実なものにするために、

リース契約上、特に重要な事項なのであり、投下資金の確実な回収手段を確保し、こ

の点に関する当事者間の紛争を避けるため、通常、ファイナンス・リース契約に係る

契約書の条項において、リース期間中は契約を解除できないということが重要かつ基

本的な事項として明記されていることからすると、法人税法施行令１３６条の３第３

項１号の「賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないもの」とは、契

約書において解約禁止条項が置かれているものを想定しているというべきである。 
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(b) これを本件各契約についてみると、本件各契約書及び本件各覚書には、契約の解

除（解約）を禁止することを明記した条項はない。 

 しかも、本件各覚書では、用船者が本件各船舶を第三者に転売した揚合には、その

利益を等分することが定められている上、本件Ｈ号覚書２においては、船主であるＢ

社も、いつでも、Ｂ社及び原告による協議の上、Ｈ号を第三者に売却でき、その場合、

本件Ｈ号契約は双方合意による解約とみなされる旨が規定されており、本件各契約に

おいては、あらかじめ、契約当事者のいずれであるかを問わず、用船契約の中途であ

っても、いつでも本件各船舶を第三者に転売し、本件各契約を終了させることが想定

されており、それを前提として、本件各契約の当事者間で本件各契約が成立していた

と認めることができるから、本件各契約は、法人税法施行令１３６条の３第３項１号

所定の「賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないもの」には該当し

ないというべきである。 

ｂ 原告は、本件各覚書に掲げられた買取選択権の行使の際の購入価格を基に、それの未

経過リース期間に対応するリース料の総額に対する割合が１００分の９０以上である

旨を示し、法人税基本通達１２の５－１－１(1)の要件を満たすから、法人税法施行令

１３６条の３第３項１号の「これに準ずるもの」に当たるとも主張する。 

しかし、本件における原告の主張によれば、原告が買取請求権を行使して本件各契約

が解約される場合には、原告による船舶の転売が予定されていることになるが、転売利

益が発生した場合には、原告と船舶所有者との間でそれを等分する旨の特約があること

になるから、結局、本件各契約においては、契約が解約された場合等において、賃借人

がいくら支払うべきと定められているのかは不明確であるといわざるを得ず、一般的な

ファイナンス・リース契約と事情を異にするというべきであって、法人税法基本通達１

２の５－１－１(1)は、一般的なファイナンス・リース契約と異なる本件のような契約

をそもそも想定しているとは考え難い。 

 よって、本件各契約において、原告が本件各船舶を買い取る場合の「購入価格」をも

って、賃借人が契約違反をした場合又は解約をする場合に賃借人が払うべき金額とする

ことはできず、これに法人税法基本通達１２の５－１－１(1)の要件を当てはめて、法

人税法施行令１３６条の３第３項１号の「これに準ずるもの」の該当性を判断すること

はできないというべきである。 

(ウ) 法人税法施行令１３６条の３第３項２号について 

ａ 法人税法施行令１３６条の３第３項に定めるリース取引の定義は、基本的に、リース

会計基準の定義が法制化されたものであり、同項２号の要件に相当するリース会計基準

の５項の「借手が、当該契約に基づき使用する物件（リース物件）からもたらされる経

済的利益を実質的に享受する」とは、当該リース物件を自己所有するとするならば得ら

れると期待されるほとんど全ての経済的利益を享受することをいうとされている。した

がって、同様の同項２号所定の「当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産から

もたらされる経済的な利益を実質的に享受すること」とは、当該賃借人が当該賃貸借に

係る資産を自己所有するとするならば得られると期待されるほとんど全ての経済的利

益を享受することをいうと解すべきである。 

ｂ 原告は、本件各船舶を運航させることによって運賃収入を獲得し、その利益は原告が
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得ており、仮に法人税法１３６条の３第３項２号が、当該リース物件を自己所有するな

らばもたらされる経済的利益のほとんど全てを享受できるとの趣旨であったとしても、

本件各契約は、その要件を満たしていると主張するが、本件各船舶を運航させることに

よって運賃収入を獲得し、利益を得ることは、賃貸借であれば当然のことであり、法的

には賃貸借でありながら、売買があったものとして各事業年度の所得の計算をすべき根

拠にはなり得ない。 

 そして、本件各契約においては、本件各覚書により、原告が本件各船舶を第三者に転

売して利益を得た場合には、その転売利益を原告らでそれぞれ等分する旨定められてい

るのであるから、原告は、本件各船舶を自己所有するとするならば得られると期待され

る経済的利益のほとんど全てを享受するものとは認められない。すなわち、本件各船舶

の転売利益とは、転売時までに増加した本件各船舶の経済的価値であり、本来的には本

件各船舶の所有者が保有すべき性質のものであるところ、その一部が本件各パナマ法人

に留保されているということは、取りも直さず、原告が所有者ならば得られるはずの経

済的利益の全てを享受しているとはいえないことを意味するから、本件各契約に係る取

引は、法人税法施行令１３６条の３第３項２号に規定する「賃借人が当該賃貸借に係る

資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ」るとの要件も満た

さないというべきである。 

ｃ そうである以上、原告が主張するように、「当該資産の使用に伴って生ずる費用を実

質的に負担すべきこととされている」との要件を満たしたとしても、本件各契約に係る

取引は、法人税法施行令１３６条の３第３項２号の要件を満たさない。 

(エ) 法人税法施行令１３６条の３第１項２号について 

原告は、原告が本件各契約に基づき、法人税法施行令１３６条の３第１項２号所定の著

しく有利な価額で買い取る権利を与えられていることとなるから、本件各契約は同号の要

件に該当する旨主張するが、原告は、本件各覚書により、本件各覚書に定める本件各船舶

の購入代金及び転売した場合の利益の半分を、本件各パナマ法人に支払うことになってい

るのであるから、原告が、本件各船舶を著しく有利な価額で買い取る権利を与えられてい

るということはできないのであって、本件各契約は、法人税法施行令１３６条の３第１項

２号の要件を満たさないというべきである。 

(4) 争点４（本件４か月分の各金員は裸用船契約に基づく用船料に該当するか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 原告は、Ｂ社及びＤ社に係る本件４か月分の各金員の支払について、「Ｈ号及びＫ号に関

する平成１４年１０月から平成１５年１月までの契約は運航委託契約である。本件４カ月分

の各金員は、運航委託契約に基づく収益の預り金返還であり、所得税法１６１条３号の『船

舶の貸付けの対価』に当たらない」と主張する。 

 ところで、裸用船契約が、一定期間、船舶を他の船主から借り入れ、用船者自らが船長や

船員を配乗して運航するものであるのに対し、運航委託契約とは、船主が所有して船員も配

乗している船舶の運航を、荷主と日ごろからなじみの運送業者に委託し、荷主との運送契約

はその運送業者の名前で締結するものの、その運送契約履行に係る費用もリスクも船主が負

い、受託者となるその運送業者には運航委託による手数料を支払うというものであり、契約

類型が異なるものであるが、本件４か月分の各金員も、本件各契約と同様に裸用船契約に基
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づく用船料というべきであって、原告の主張は理由がない。 

(ア) Ｂ社に対する支払について 

 Ｈ号に係る本件４か月分の各金員は、運航委託契約に基づいて支払われていたものでは

なく、裸用船契約に基づいて支払われていたというべきである。 

 すなわち、原告は、Ｈ号に係る本件４か月分の各金員について、「用船料」勘定で経理

しており、当該各金員が裸用船契約に基づく支払であることを示す会計処理を行っている

上、平成１４年頃には作成されていたという本件Ｈ号契約書における裸用船料と、Ｈ号に

係る本件４か月分の各金員は、同様の算定方法により計算されたものであって、両者が一

体の契約であることを示しており、本件Ｈ号契約書の契約が裸用船契約であることからす

ると、Ｈ号に係る本件４か月分の各金員も、裸用船契約に基づくものであるということが

できる。 

 もっとも、原告は、本件４か月分の各金員が、平成１５年２月以降に支払った各金員と

異なる金額で支払われていることを理由として、裸用船契約とは違う取引が行われている

ことを示している旨主張するが、当初４か月間は、Ｈ号は改造中であったのであるから、

その期間の支払の金額と平成１５年２月以降の支払の金額が異なること自体は何ら不自

然ではなく、むしろ、改造工事の一部に遅れが生じていたとはいえ、前記船舶は、現に航

行及び運送の用に供することが可能であったのであるから、契約当事者双方の了解の下、

本件Ｈ号契約に基づき、平成１４年１０月から改造工事終了までは可能な方法で裸用船を

使用収益し、改造工事が終了した時点で改めて用船料の計算をし直して、平成１５年２月

以降の用船料が決定されたものと考えるのが自然である。 

 しかも、原告は、本件Ｈ号契約書に基づく契約と異なる契約類型であると主張するにも

かかわらず、Ｈ号に係る運航委託契約の成立を証する契約書等の書類を作成しておらず、

その交渉や検討が行われたことをうかがわせるような具体的事実を示す証拠は何ら提出

していない上、原告代表者の供述によっても、結局のところ、その算定根拠は明らかでな

いから、本件Ｈ号契約と異なる契約を締結しようとするほどの具体的な交渉や検討がされ

ていたとは認められない。 

(イ) Ｄ社に対する支払について 

 原告は、上記(ア)のＨ号と同様、Ｋ号に係る本件４か月分の各金員についても、「用船

料」勘定で経理処理しており、当該各金員が裸用船契約に基づく支払であることを示す会

計処理を行っている。 

 また、平成１４年頃に作成されていたという本件Ｋ号契約書については、原告とＤ社と

の間で、本件Ｋ号契約におけるＫ号の引渡日及び用船料に関して作成された覚書（乙３の

１・２。以下「本件Ｋ号覚書２」という。）において、Ｋ号への搭載を予定しているボイ

ラーの納期及び搭載に係る諸工事の遅延を原因として暫定的にＫ号の運航を開始する予

定である旨及び暫定運航期間に係る「用船料については別途甲、乙間双方で協議の上取り

決めるものとする」旨が定められていることからすれば、同覚書は、裸用船契約の一部を

成すものとして交わされ、かつ、同覚書に基づく金員の支払は、暫定運航期間に係る「用

船料」であることが明らかである。 

 また、原告は、Ｋ号に係る運航委託契約の成立を証する契約等の書類を作成しておらず、

運航委託契約を締結したことをうかがわせるような具体的事実を示す証拠の提出もなく、
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原告代表者の供述をもってしても、本件Ｋ号契約と異なる契約を締結しようとして具体的

な交渉や検討がされていたとは認められないことは、Ｈ号と同様であるから、Ｋ号に係る

本件４か月分の各金員は、運航委託契約に基づく支払ではなく、裸用船契約による用船料

というべきである。 

イ 原告のその余の主張について 

(ア) 原告は、「減価償却資産の計算書」（乙９）の「数量供用年月日」欄の「平成15.02」

との記載をもって、原告とＢ社及びＤ社それぞれとの平成１５年１月までの取引と同年２

月以降の取引が異なるものであると認識していたことを示すものである旨主張するが、そ

の「減価償却資産の計算書」は、本件事業年度（同年１１月１日から平成１６年１０月３

１日までの事業年度）に係るものであり、その事業年度以降に作成され、「平成15.02」と

の記載も同時期にされたと考えざるを得ず、平成１５年２月当時の原告とＢ社及びＤ社そ

れぞれとの認識を示す記載とはいえず、かかる原告の主張は失当である。そして、同月を

含む前事業年度の「減価償却資産の計算書」（乙２５）には、本件各船舶及びその「数量

供用年月日」について何ら記載されていないのであるから、むしろ、平成１５年２月当時

には、原告にそのような認識はなかったものというべきである。 

(イ) また、原告が提出したＫ号に係る「STATEMENT OF ACCOUNT」（甲３３の１ないし８）

については、そもそも、それが何を目的として、いつ、誰に対して発行されたものなのか、

何ら説明されていないが、この点をおくとしても、本件Ｋ号覚書２には、暫定運航開始時

期より改造工事終了時点までの期間の「用船料」については、別途、協議の上取り決める

と明記されているのであるから、上記の書面が、その協議による「用船料」の算定過程を

示したものであると解することを何ら妨げるものではない。 

(ウ) 原告は、Ｋ号について、もうけとなる部分がそれほど多くないと主張し、その理由に

ついて、「あくまで最終的に原告が船舶を取得するための準備期間と位置付けていたから

である」とも主張しているが、もともと、改造工事が終了していなくても、可能な範囲で

は使用した方が利益になるという考えに立った上での使用であれば、その利益として、改

造工事終了以降の本格的な利用時におけるほどの額までは期待されていないと考えられ

るのであり、利ざやが少ないことをもって本件４か月分の各金員がＨ号及びＫ号の賃料で

あることが否定されることにはならない。 

(エ) 原告は、Ｄ社の親会社であるＥが、Ｄ社にＫ号購入資金を貸し付けるための資金とし

ての借入れをＵ信金から行った際の「金銭消費貸借証書」（甲４４）の作成日付が平成１

５年１月３１日であり、その借入れについてのＥの弁済が同年２月から開始されたという

ことは、その弁済の原資となった原告からＤ社への支払も同月に開始された、つまり、Ｋ

号に関する「買取選択権／買取義務付裸用船契約」が同月に開始されたということにほか

ならないと主張し、この主張を、平成１４年１０月から平成１５年１月までと、同年２月

以降とでは異なる取引が行われていたとの主張の理由の一つとしている。 

 しかしながら、原告からＤ社への支払そのものは、平成１５年２月よりも前の、平成１

４年１０月から、既に「用船料」として開始されていたのであり、それから平成１５年１

月までの間、そして、同年２月以降も、同じ「用船料」として継続して行われている。し

かも、本件Ｋ号契約書自体には、「平成１５年２月」に作成されたとの作成日付の記載は

ない。 
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 そうなると、仮に、上記借入れの「弁済の原資」としての、原告からＤ社への支払につ

いて、平成１５年２月に開始したといえるとしても、それは、それ以前からされていた原

告からＤ社への支払における支払額が、同月以降は、上記借入れの返済に充当されるよう

になったと考えられるのであり、かかる「弁済の原資」としての支払開始時期は、本件Ｋ

号契約書に基づく取引の開始時期そのものが同月であることの理由となるものではない。 

 したがって、この「弁済の原資」としての支払開始時期が、平成１５年２月であったと

しても、そのことは、原告とＤ社との間で、平成１４年１０月から平成１５年１月までに

おいて、同年２月以降と異なる取引が行われたことの根拠とはならない。 

仮に、本件Ｋ号契約書に係る裸用船が正式に開始されたのが平成１５年２月であったと

しても、平成１４年１０月から平成１５年１月までの間の契約が同年２月以降の契約類型

と異なる運航委託契約であることを示す具体的な証拠がないことから、むしろ、同一の契

約類型であると考えるべきであって、原告からＤ社への「弁済の原資」としての支払開始

時期が同月であることが、仮に、同月以降の契約と、それ以前の契約とが別個の契約であ

ることを示しているとしても、直ちに、双方の契約がその類型を異にすることにはならな

いのであり、原告の主張は、上記被告の主張に対する反論とはならない。 

なお、念のため付言すれば、原告は、Ｄ社は、Ｘ株式会社からＫ号を購入したと主張す

るが、船舶原簿謄本における記載は、Ｄ社がＬからＫ号（船名変更前のＭ丸）を購入した

ことを示している。 

（原告の主張の要旨） 

ア 本件各金員のうち、平成１４年１０月ないし平成１５年１月の４か月分の各金員は運航委

託による収益の預り金返還のための支払である。 

 運航委託契約とは、船舶所有者が船舶を自ら運航せず、集客力のある他の船会社に配船、

運航を委託し、船舶運航に伴う危険及び費用は船舶所有者の計算で行い、所定の手数料を支

払う契約をいい、賃貸借契約とは全く異なる性質の契約である。 

イ Ｈ号及びＫ号は、内航船から外航船にするため、Ｙ株式会社において改造工事を行ってい

たが、それが遅延しており、改造工事代金が確定しない以上、改造工事代金が含まれる裸用

船料つまり購入代金を算定することができず、平成１４年１０月の時点で裸用船を開始する

ことはできなかった。 

 しかし、係船させておくのは不経済であるために、原告とＢ社及び原告とＤ社との間の各

合意に基づき、平成１４年１０月から４か月間、原告は、改造に差し支えない範囲で、スポ

ットで、Ｂ社及びＤ社から運航委託を受けて、Ｈ号及びＫ号を使用した。 

 この運行委託契約に基づく手数料については、受託者である原告が、当該月に原告が荷主

に対して請求した運賃収入から、費用を控除したものを、相手方に支払うのであり、この計

算は実額ベースでなされる場合と概算ベースでなされる場合があるところ、これについては、

以下のとおり、２隻が外国船舶として登録された時点で取り決めを行った。 

(ア) Ｋ号について（実額ベース） 

 Ｋ号の運行委託契約に基づく手数料については、ボイラー取付工事の関係上、船舶を使

用できる回数が不確定であったため、運航委託契約に基づいて送金することになる金額を

推定することができず、実額ベースで計算することとし、当該月に原告が荷主に対して請

求した運賃収入については、原告は船積完了時に運賃を荷主に請求して、前払で受領して
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いることから、航海が完了したかどうか否かに関係なく、当該月の請求済み運賃を運賃収

入とし、費用については、燃料や港税等の運航に関する費用の合計とし、前記の計算に基

づいて、平成１４年１０月から平成１５年１月まで「Statement of Account」（甲３３の

１ないし８）が発行されている。たとえば、平成１４年１０月１６日発行のStatement of

 Accountによれば、運賃から経費を差し引いた額は５３９万１８０５円であるが、Ｄ社へ

の送金額は５００万円であり、その差額である３９万１８０５円が運航委託を受けた原告

の手数料収入である。 

(イ) Ｈ号について（概算ベース） 

Ｈ号については、運航委託契約に基づき、送金することになる金額を推定することが可

能であったため、Ｂ社に対する送金額をあらかじめ４３６万６０５９円と定める概算ベー

スを採用した。 

ウ(ア) 原告の認識について 

 原告は、Ｈ号とＫ号の資産計上を、平成１４年１０月ではなく、平成１５年２月に行っ

ているところ、このような処理をしたのは、原告が、平成１４年１０月から平成１５年１

月までの取引（運航委託）と、同年２月以降の買取選択権／買取義務付裸用船契約とが異

なる取引であると認識していたからである。 

(イ) 会計処理について 

 運航委託契約に基づく利益は、委託者であるＢ社及びＤ社のものであり、原告からの送

金はその利益の返還である。原告のもうけとなる手数料収入は、事務経費を取っている程

度で少ない。あくまで最終的に原告が船舶を取得するための準備期間であり、Ｅらの助け

になればとの考えから行った運航委託だったからである。 

この送金に関し、原告は経理処理の簡便さを優先させたため、用船料勘定に計上した。

しかし、計上項目に関係なく、本件４か月分の各金員は、運航委託による収益の預り金返

還のための支払なのである。 

(5) 争点５（本件各船舶は本件各契約により原告が購入した減価償却資産と認められるか否か）

について 

（被告の主張の要旨） 

本件各契約の法的性質が船舶の賃貸借としての裸用船契約である以上、原告は、本件各契約

によって本件各船舶を賃借しているのであって、本件各船舶を購入したとは認められないから、

原告の本件各事業年度における法人税に係る所得の金額の計算上、本件各船舶を減価償却資産

として計上することはできない。 

（原告の主張の要旨） 

 本件各契約は売買契約であり、税務上、原告は本件各船舶を売買により取得したとされるこ

とから、法人税法２条２３号、３１条、２２条３項により、契約締結時点から資産計上し、こ

れらについて減価償却を行うことができるというべきである。 

(6) 争点６（本件各契約が裸用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当

時）により売買があったものとして本件事業年度の所得の金額が計算されるか否か）について 

（原告の主張の要旨） 

 本件各契約は、仮に売買契約でないとしても、別紙２の第５に掲げる法人税法施行令１３６

条の３第３項の「リース取引」に該当し、同条１項の要件を満たしており、売買があったもの
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として所得の金額が計算されるべきものである。 

 本件各契約が同条の要件を満たすことは、争点３において述べたとおりである。 

（被告の主張の要旨） 

原告及び本件各パナマ法人は、本件各契約において、本件各船舶を原告以外の者に売却した

場合に得た利益を原告らの間でそれぞれ等分する旨約定しており、本件各契約は、法人税法施

行令１３６条の３第３項２号の要件（「賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済

的な利益を実質的に享受する」）を欠くから、本件事業年度の所得の金額の計算上、同条の規

定は適用されない。 

その他、本件各契約が、同条の規定する要件を満たさないことについては、争点３において

述べたとおりである。 

(7) 争点７（本件４か月分の各金員についてした本件更正処分は違法か否か）について 

（被告の主張の要旨） 

本件４か月分の各金員は、本件事業年度前の事業年度において支払われたものであって、本

件事業年度の所得の金額を構成するものとして本件更正処分の対象とされたものではないか

ら、この点についての原告の主張は、前提において失当である。 

（原告の主張の要旨） 

本件４か月分の各金員は、運航委託契約による預り金の返還であるから、本件４か月分の各

金員を裸用船契約の用船料として行った本件更正処分は違法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件各告知処分等は理由の付記の不備により違法となるか）について 

(1) 本件各告知処分等は、本件各金員はその支払をした原告において源泉徴収をすべき国内源

泉所得に当たるとしてされた源泉徴収による所得税の納税の告知の処分及び不納付加算税の

賦課決定の処分であるところ、このような本件告知処分等について理由を付記しなければなら

ない旨を定める規定はない。 

(2) この点について、原告は、不利益処分である本件各告知処分等について理由を付記しない

ことを許容している通則法３６条１項２号並びに３２条１項及び３項の規定は、法の支配の不

可欠の要素である憲法３１条の定める適正手続の要請に違反する等と主張する。 

ところで、憲法３１条の定める法定手続の保障は、直接には刑事手続に関するものであるが、

行政手続については、それが刑事手続ではないとの理由のみで、その全てが当然に同条による

保障の枠外にあると判断することは相当ではない（最高裁昭和●●年（○○）第●●号平成４

年７月１日大法廷判決・民集４６巻５号４３７頁参照）ところ、一般的に、法律が行政処分に

理由の付記を要求している趣旨は、処分行政庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑

制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たもの

であり、理由の付記をするかあるいはする場合にどの程度の記載をすべきかは、処分の性質と

理由の付記に係る各法律の規定の趣旨及び目的に照らしてこれを決定すべきものというべき

である（昭和３８年判決、昭和６０年判決ほか参照）。 

 これを本件についてみると、本件告知処分は、源泉徴収による所得税に係るものであり、同

国税は、源泉徴収をすべきものとされている所得の支払の時に納税義務が成立し、それと同時

に特別の手続を要しないで納付すべき税額が確定するいわゆる自動確定の租税である（通則法

１５条２項２号及び３項２号）。そして、その税額は、原告が外国法人である本件各パナマ法
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人に対して支払をする「船舶」の「貸付けによる対価」の金額に１００分の２０の税率を乗じ

て計算した金額とされていて（所得税法２１３条１項１号）、簡便かつ明確に定まるものであ

り、その法定納期限も同法上一義的に定められているから、その徴収をするに当たり納税の告

知をする処分行政庁である江東東税務署長の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制す

る必要性が高いとはいえず、また、当該支払に係る「船舶」の「貸付けによる対価」の金額は、

当該支払をする原告自身が把握しているものであり、税率も同法上一義的に定められているか

ら、税額の算出の過程は明らかであって、前記のとおりの法定納期限の定め方も踏まえると、

納税の告知の処分をした理由を相手方である原告に知らせて不服の申立てに便宜を与える必

要性が高いともいえない。 

 これらに加えて、上記のような性格を有する源泉徴収による所得税について、その徴収のた

めに納税の告知をする際には全て理由を付記しなければならないものとすれば迅速な国税の

徴収が困難になることも考慮すると、本件告知処分と同種の処分について法律上理由の付記を

要しないとされていることをもって、一般的に法律が行政処分に理由の付記を求める既に述べ

た趣旨を害することになるとは考え難い。 

 また、本件賦課決定処分についても、源泉徴収による国税がその法定納期限までに完納され

なかった場合に徴収されるもので、その税額は納税の告知に係る税額に１００分の１０の割合

を乗じて計算した金額とされ（通則法６７条１項）、やはり簡便かつ明確に定まるものである

から、本件告知処分と同様に、本件賦課決定処分と同種の処分について法律上理由の付記を要

しないとされていることをもって、一般的に法律が行政処分に理由の付記を求める趣旨を害す

ることになるとは考え難いというべきである。 

 これらの事情からすると、不利益処分である本件各告知処分等について理由を付記しないこ

とを許容している通則法３６条１項２号並びに３２条１項及び３項の規定は、憲法３１条に直

ちに違反するということはできないというべきであり、また、本件告知処分等について原告の

主張するように適用違憲又は違法であるということもできないというべきである。 

 なお、原告が主張の根拠とする昭和３８年判決及び昭和６０年判決の各事案に関する判断は、

いずれも法律の規定により理由の付記が求められている場合についてのものであって、本件と

は事案が異なることが明らかである。 

(3) したがって、争点１についての原告の主張は、採用することができない。 

２ 争点２（本件各契約は裸用船契約に該当するか否か）について 

(1) 前記第２・２の前提事実、括弧内掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認

めることができる。 

ア 本件各契約に関する経緯について 

(ア) 本件Ｈ号契約及び本件Ｋ号契約について 

ａ 原告は、平成１４年４月頃、Ｕ信金から、「Ｊ丸」の船名でいわゆる内航船を所有し

ていたＩの財務状況の改善への協力を要請され、また、同じ時期に、Ｕ信金から、Ｅの

経営改善についても協力の依頼を受けた（甲４２、甲４３、原告代表者）。 

ｂ 原告は、同業者であるＩやＥの経営状態の改善を手助けしたいと考えたこと、運航す

ることができる船舶が増えることは原告の営業的に見てもプラスになること、内航船の

船籍を岡山県和気郡Ｚ町に置いている原告としては、同町にいる船主とは円満な関係を

維持する必要があったこと、これらの各社との取引に係る船舶を将来に転売することに
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より利益を上げることができる見込みがあったこと等から、前記ａの要請等を受けるこ

ととした（甲４２、原告代表者）。 

ｃ 原告は、平成１４年、Ｂ社との間で、本件Ｈ号契約及び本件Ｈ号覚書に係る合意をし、

また、Ｄ社との間で、本件Ｋ号契約及び本件Ｋ号覚書に係る合意をした。原告、Ｕ信金

及びＣ又はＥの間でそれぞれ合意された取引の概要は、次のとおりである（甲３ないし

甲６の各１・２、甲４３、原告代表者）。 

(a) Ｂ社又はＤ社は、それぞれが購入する中古船舶をいわゆる外航船に改造した上で、

パナマ籍とされるＨ号又はＫ号の登記上の所有者となる。 

(b) Ｂ社又はＤ社は、それぞれの親会社がＵ信金から借り入れる資金を原資として、

船舶の購入代金を支払う。 

(c) 原告は、買取選択権及び買取義務付裸用船契約に基づき、各船舶を使用する。原

告は、船長を任命し、船員を手配し、船員の給与、保険料、燃料等の航海に係る費用

を支払い、荷主に対して責任を負う。用船期間中、実質的に船舶を支配するのは、原

告である。 

(d) 原告は、上記(c)による使用の対価を用船料の名目で支払う。この金員を原資とし

て、Ｂ社又はＤ社の親会社は、Ｕ信金に借入金を弁済する。 

(e) 原告は、裸用船契約の期間の途中においては買取選択権を有し、同期間の満了時

には買取義務を負う。買取価格は、それぞれの時点におけるＨ号又はＫ号の残存価格

に相当する金額とする。 

ｄ 原告とＢ社は、平成１４年中に、本件Ｈ号契約に関し、本件Ｈ号覚書２に係る合意を

したが、その中には次のような条項が定められていた（乙２３、原告代表者）。 

(a) 用船期間中、用船期間満了時又は用船期間延長後、経済情勢を勘案し、Ｂ社及び

原告双方協議の上妥当と判断された場合には、いつでもＢ社が第三者にＨ号を売却す

ることができるものとする。 

(b) 前記(a)の場合、本件Ｈ号契約は直ちに双方合意により解約されたものとみなし、

Ｂ社がＨ号の売却に関して得られる利益をもってＢ社が当該時点で金融機関に負う

残債を精算し、かつ、当該精算後に残る利益については、原告及びＢ社双方協議の上

その処分策を取り決めるものとする。 

ｅ 原告とＤ社は、平成１４年中に、本件Ｋ号契約に関し、「原告は、Ⓕ船級入級ならび

にパナマ国籍変更に伴う改造工事終了後、暫定的に本船の運航開始を予定するも、Ｄ社

は本船に搭載予定のボイラーの納期が製造者の都合で遅延し、このためボイラー搭載に

係る付帯工事ならびに加熱管設置工事が遅延することを認知し、当該暫定運航開始時期

より正式に当該改造工事終了時点での本船の引渡しまでの期間に関する用船料につい

ては別途原告、Ｄ社間双方で協議の上取り決めるものとする。」旨の条項を含む本件Ｋ

号覚書２に係る合意をした（乙３の１・２）。 

ｆ Ｂ社は、平成１４年９月１７日、「Ｊ丸」を購入し（乙１）、Ｄ社は、同年８月２日、

「Ｍ丸」を購入した（乙２）。 

ｇ 原告は、「Ｊ丸」（後のＨ号）の金額の査定、Ｄ社による「Ｍ丸」（後のＫ号）の購入

及び両船舶の外航船向けへの改造等に時間を要したことを踏まえつつ、平成１４年１０

月から、両船舶の運航を開始し、別表５記載のとおり、Ｂ社及びＤ社のそれぞれに対し、
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「用船料」として金銭を支払った（甲４２、乙５ないし乙７）。 

 なお、Ｋ号の改造工事が完了したのは、平成１５年１月１３日である（甲３２）。 

ｈ Ｅは、平成１５年１月３１日、Ｕ信金との間で、同年２月２６日を第１回とし、以後

毎月２６日に３００万円宛て１０８回（ただし、最終期日の弁済金は４５０万円）で分

割返済することとして、３億２５５０万円を借り入れるとの合意をした（甲４４）。 

(イ) 本件Ｎ号契約について 

ａ 原告は、Ｏから、受注した船がキャンセルされ船台が空いたので新造船を発注してく

れないかと依頼され、これを受けることとしたが、平成１２年以降に３隻の新造船を建

造するために金銭を借り入れていたことから、新規借入れをすることは困難な状況にあ

った。 

 そのため、原告は、Ｇに依頼し、その子会社であるＦ社とＯとの間で造船契約を締結

した上で、前記(ア)に述べたのと同様の取引をすることとした。 

（以上、ａにつき甲４２） 

ｂ 原告とＦ社は、平成１５年３月９日及び同月１０日に、本件Ｎ号契約及び本件Ｎ号覚

書に係る合意をした。原告、株式会社Ｖ銀行（以下「Ｖ銀行」という。）及びＧの間で

合意された取引の概要は、次のとおりであり、おおむねＨ号及びＫ号に係る取引と同じ

である（甲７、甲８の１・２、原告代表者）。 

(a) Ｆ社は、Ｏが建造した外航船であるＮ号を購入し、パナマ籍とされるＮ号の登記

上の所有者となる。 

(b) Ｆ社は、親会社であるＧがＶ銀行から借り入れる資金を原資として、船舶の購入

代金を支払う。 

(c) 原告は、買取選択権及び買取義務付裸用船契約に基づき、船舶を使用する。原告

は、船長を任命し、船員を手配し、船員の給与、保険料、燃料等の航海に係る費用を

支払い、荷主に対して責任を負う。用船期間中、実質的に船舶を支配するのは、原告

である。 

(d) 原告は、前記(c)による使用の対価を用船料の名目で支払う。この金員を原資とし

て、Ｇは、Ｖ銀行に借入金を弁済する。 

(e) 原告は、裸用船契約の期間の途中においては買取選択権を有し、同期間の満了時

には買取義務を負う。買取価格は、それぞれの時点におけるＮ号の残存価格に相当す

る金額とする。 

イ 本件各船舶についてされた会計処理について 

(ア) 原告の会計処理について 

ａ 原告は、前記ア(ア)ｇに認定したとおり、Ｂ社及びＤ社に対し、平成１４年１０月か

ら平成１６年１０月まで、それぞれ「用船料」として別表５の「支払金額」欄中の「Ｂ

社（Ｈ号）」欄及び「Ｄ社（Ｋ号）」欄記載のとおり支払をしたほか、Ｆ社に対し、平成

１５年６月から平成１６年１０月まで、「用船料」として別表５の「支払金額」欄中の

「Ｆ社（Ｎ号）」欄記載のとおり支払をした（甲４２、乙６、乙７）。 

ｂ 本件事業年度に先立つ原告の平成１４年１１月１日から平成１５年１０月３１日ま

での事業年度における減価償却資産の計算書には、【船舶及び航空機】の欄に本件各船

舶はいずれも計上されていない（乙２５）。 
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 他方、原告の本件事業年度（平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日まで）

における減価償却資産の計算書には、【船舶及び航空機】の欄に本件各船舶が計上され、

その供用年月日欄には、Ｋ号及びＨ号については平成１５年２月、Ｎ号については同年

５月と記載されている（乙９）。 

(イ) Ｄ社の会計処理について 

ａ Ｄ社の平成１５年８月１日から平成１６年７月３１日までの事業年度の貸借対照表

には、固定資産の科目中に船舶が計上されており、また、同事業年度の損益計算書には、

営業収益の科目中に運送収入が、営業費用の科目中に減価償却費が、それぞれ計上され

ている（乙１０）。 

ｂ また、Ｄ社の翌事業年度については、損益計算書に減価償却費の計上がないほかは、

前記ａの事業年度におけるものと同様の処理がされている（乙１１）。 

(ウ) Ｆ社の会計処理について 

ａ Ｆ社の平成１５年１月２４日から同年９月３０日までの事業年度の貸借対照表には、

固定資産の科目中に船舶が、流動負債の科目中に前受金が、それぞれ計上されており、

その前受金は原告から支払われた用船料である（乙１２の１・２）。 

 また、同事業年度の損益計算書には、売上高の科目中に運航収入が、運航原価報告書

の経費の科目中に減価償却費が、それぞれ計上されている（乙１２の１）。 

 さらに、同事業年度の「固定資産台帳、減価償却費明細書」には、Ｎ号が記載され、

取得年月は平成１５年５月とされている（乙１３）。 

ｂ Ｆ社の平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの事業年度の貸借対照

表における船舶など前記ａに掲げる各科目の計上の状況は、前記ａの事業年度における

ものと同様である（乙１４の１・２）。 

(エ) なお、Ｂ社は、決算報告書等を作成していない（乙４、弁論の全趣旨）。 

ウ 本件事業年度終了後の事情について 

(ア) 原告とＢ社は、２００４年（平成１６年）１１月１日、釜山において、原告がＢ社に

対してＨ号を１億７９７６万６３７８円で売却するとの合意をした旨の売買契約書を作

成し（甲１６の１・２）、同月８日、シンガポールにおいて、Ｈ号につきＢ社を船主とし

て定期用船契約をするとの合意をした旨の契約書を作成した（甲１７の１・２）。 

(イ) 原告とＤ社は、２００４年（平成１６年）１１月１日、釜山において、原告がＤ社に

対してＫ号を２億２７８８万７２０８円で売却するとの合意をした旨の売買契約書を作

成し（甲１９の１・２）、同月８日、シンガポールにおいて、Ｋ号につきＤ社を船主とし

て定期用船契約をするとの合意をした旨の契約書を作成した（甲２０の１・２）。 

(ウ) 原告とＦ社は、２００４年（平成１６年）１１月１日、釜山において、原告がＦ社に

対してＮ号を９億５９８５万７０８０円で売却するとの合意をした旨の売買契約書を作

成し（甲２２の１・２）、同月８日、シンガポールにおいて、Ｎ号につきＦ社を船主とし

て定期用船契約をするとの合意をした旨の契約書を作成した（甲２３の１・２）。 

エ 原告の確定申告の状況について 

 原告は、平成１６年１２月２２日、江東東税務署長宛てに本件事業年度の本件法人税確定

申告書を提出し、同税務署は、同月２４日、これを受理した（甲１０）。 

 原告は、本件法人税確定申告書において、本件各船舶を減価償却資産として計上しており、
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その供用年月日については、Ｈ号及びＫ号については平成１５年２月、Ｎ号については同年

５月と記載していた。 

 また、原告は、本件法人税確定申告書に添付した本件事業年度の決算報告書において、長

期借入金として、Ｂ社に対して１億７９７６万６３７８円（期末現在高。以下同じ。）、Ｄ社

に対して２億２７８８万７２０８円及びＦ社に対して９億５９８５万７０８０円をそれぞ

れ計上していた。 

オ Ｅに対する税務調査について 

(ア) 江東東税務署職員は、平成１７年１月２０日及び同年１２月１２日の２回にわたって、

Ｅに赴いて調査をした（甲４２、甲４３）。 

(イ) 本件税務調査がされた平成１７年１月２０日には、Ⓒ申述書１及び２が作成されてい

るところ、これらの書式や日付は同じであり、いずれにもⒸの署名及び押印がある（甲２

８、甲４３、乙１６）。 

 Ⓒは、先に作成したⒸ申述書１においては、Ｋ号の所有者はＤ社であって、原告にＫ号

を売却した認識はないこと、本件Ｋ号契約の契約期間中もＤ社が他社にＫ号を売却するこ

とができるが、その売却の利益は原告との話し合いで配分することを述べていた（乙１６）。 

 ところが、Ⓒは、後に作成したⒸ申述書２においては、原告は、Ｋ号について、裸用船

契約終了時には原告が買い取る旨の覚書を作成しており、Ｅは、Ｋ号の所有者はＤ社であ

るが、事実上は原告に売却したとの認識であり、Ｄ社は、Ｋ号をいかなる時も売却するこ

とはできないことを述べていた（甲２８）。 

(ウ) Ｅの代表者である戊社長は、本件税務調査がされた際には、Ｚ町議会議員として大韓

民国を視察しており、本件税務調査当日である平成１７年１月２０日は午後９時頃までＺ

町を不在にしていたのであって、本件税務調査に立ち会っていない（甲４５ないし甲４８）。 

カ 江東東税務署長は、平成１７年１２月２６日、原告に対し、本件更正処分等をした。 

(2) 検討 

ア 本件各契約の性質について 

 本件各契約については、関係する覚書の存否やその内容等に関して若干の相違はあるもの

の、原告及び本件各パナマ法人が取引に用いた枠組みが基本的に同じであることは当事者間

に特段の争いはないから、本件各契約がいかなる私法上の法律関係を定めたものであったと

みるべきかにつき一括して検討する。 

(ア) 既に認定したとおり、本件各契約に係る契約書には、いずれも裸用船契約に係る標準

書式が用いられている。そして、裸用船契約は、一般に、船舶のみの賃貸借契約を意味す

るものであり、本件各契約に係る契約書にはそのような内容のものとして用船期間の定め

や用船期間終了後の返船に関する定めが記載がされていることなどからすると、本件各契

約が裸用船契約以外のものに該当すると認めるべき特段の事情がない限り、本件各契約は

裸用船契約に該当するというべきである。 

(イ) 原告は、本件各契約は、売買契約であると広く認識されている買取義務付裸用船契約

であるとし、その根拠として、①このような場合も裸用船契約の標準書式を用いる実務の

慣行があること、②本件各契約には、買取選択権及び買取義務の条項が特約として付され

ており、この特約の存在により本件各契約は賃貸借契約には当たらないといえること、③

原告の当初の会計処理は誤っていたこと、④本件各契約の動機や目的等からも本件各契約
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は売買契約であることを主張する。 

ａ ①について 

 原告は、海運業界では、割賦売買契約書を作成せず、裸用船契約に関する標準書式を

利用しつつ、特約や覚書等を締結することによって売買としての買取義務付裸用船契約

を締結することが慣行であるとし、Ｑの第Ⅳ部は「買取条件付裸用船契約」を定めたも

のである旨を主張をする。 

 ところで、証拠（甲５１）によれば、Ｑの体裁については、第Ⅳ部の標題は「買取条

件付裸用船契約条項」となっていること及び第Ⅳ部の冒頭には「本用船契約の満了時か

つ第Ⅰ部、第Ⅱ部並びに第Ⅲ部が適用なるときは、用船者が用船者の債務を終了したこ

とを条件として、第１１条のとおり最終用船料の支払時に、用船者は本船並びに本船属

具一切を購入し、本船が全部支払を受けていることを合意した」旨記載されていること

が認められる。 

 しかしながら、原告が本件各契約の特約として主張する本件各覚書の定めは、Ｑの第

Ⅳ部の冒頭の上記の記載のように、最終用船料の支払時に当該船舶に係る所有権が用船

者に移転することを定めるものではなく、原告が、いずれもその時点における当該船舶

の残存価格に相当する金額を支払った上で、用船期間中においては本件各船舶を購入す

る権利を有し、用船期間の満了時においては本件各船舶を購入する義務を負うことを定

めるにとどまるものであって、本件各船舶の所有権を移転させるためには別途その旨の

契約の締結が必要とされ、仮にＱの第Ⅳ部の定めが売買契約であると評価される余地が

あるとしても、本件各覚書に係る合意をその内容とする本件各契約について、それと同

様であると直ちに解することはできないのであって、標準書式を用いる海運業界の実務

上の慣行に関する原告のその余の主張を検討するまでもなく、この点に関する原告の主

張は採用することができない。 

ｂ ②について 

 原告は、本件各覚書が定める買取選択権及び買取義務の条項が特約として適用される

ことにより、本件各契約の期間満了後の目的物返還義務がなくなるから、本件各契約は

賃貸借契約には当たらない旨の主張をする。 

 しかしながら、前記条項により本件各船舶の所有権が本件各契約の期間満了後に当然

に原告に移転するわけではないことは、前記ａにおいて説示したとおりであり、例えば

同期間の満了の際に何らかの事情により原告と本件各パナマ法人との間に本件各船舶

についての売買契約が速やかに締結されるに至らなかったような場合に、本件各船舶に

ついて、原告の本件各契約に従っての目的物返還義務の履行が問題となる余地がないわ

けではなく、原告が主張するように前記条項により本件各契約上の返船に関する定めが

当然に変更を受けるものとは解し難い。 

 したがって、この点に関する原告の主張は、採用することができない。 

ｃ ③について 

(a) 原告は、本件各船舶に関し、本件各パナマ法人に対して別表５のとおり「用船料」

として本件各金員を支払ったことや、本件事業年度の前の事業年度において本件各船

舶を減価償却資産として計上していないことは、会計処理の誤りである旨主張するよ

うである。 
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 しかしながら、既に認定したとおり、Ｄ社はその平成１５年８月１日以降の各事業

年度においてＫ号を資産に計上する会計処理をし、Ｆ社は同年５月にＮ号を取得した

旨の会計処理をしている上に、いずれも原告から「用船料」を受領していた旨の会計

処理をしていたのであるから、原告が当初にしていた会計処理にも照らすと、本件各

事業年度の当時に、本件各契約の当事者双方においては、本件各パナマ法人が本件各

船舶を所有し、原告は本件各パナマ法人との間で裸用船契約を締結したとの認識を有

していたことが推認される。 

 なお、原告の帳簿等に係る証拠（乙８の１ないし５、乙９）には、原告が本件各船

舶を所有していたことを示す記載と見られる部分もある。 

 しかしながら、２００３年度（平成１５年度）の用船料の元帳とされる乙８の５に

は、本件各船舶それぞれについて、相手方勘定を長期借入金として、前記第２・２(5)

イ(エ)記載の各金額が貸方金額欄に計上されているところ（５枚目参照）、同様に同

年度の用船料について処理日付が「２００４年１１月１６日」と明示された乙７には、

そのような記載がない。 

 また、本件事業年度（平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日まで）の

減価償却資産の計算書（乙９）には、減価償却資産として本件各船舶が記載され、い

ずれも、前事業年度（平成１４年１１月１日から平成１５年１０月３１日まで）内に

供用されたものとされているところ、同事業年度の減価償却資産の計算書（乙２５）

には、減価償却資産として本件各船舶は記載されておらず、同事業年度において本件

各船舶を減価償却資産として取り扱わなかったことについて合理的な理由は説明さ

れていない。 

 これらの事情からすると、上記の乙８の１ないし５及び乙９については、原告が会

計処理を誤ったとして後に作成した書面であると認めるのが相当であり（前記第２・

２(5)イ参照）、これらによって本件各契約締結当時の当事者の認識が裏付けられると

いうことはできない。 

 したがって、この点に関する原告の主張は、採用することができない。 

(b) なお、被告は、Ｄ社に本件Ｋ号契約によりＫ号を原告に売却した認識はないこと

を裏付ける証拠としてⒸ申述書１を挙げるところ、原告は、Ⓒ申述書１については、

Ⓒは本件税務調査の際に長時間にわたる慣れない調査のため緊張や疲労が大きくな

っていたところに丙調査官らから再三署名するように言われたので内容も理解しな

いまま署名押印したにすぎないとして、その信用性を否定する一方、Ⓒは丙調査官ら

が退去した後に本件Ｋ号契約には覚書が存在しＫ号を原告に売却したことに気がつ

いたためⒸ申述書２を提出したとし、Ⓒ申述書２には信用性があるかのような主張を

する。 

 この点、Ⓒ申述書１の作成経緯について述べる丙聴取書（乙４）は、そもそも本件

税務調査において丙調査官らが調査した事項を供述した男性を戊社長であるとして

いるところ、これは、前記(1)オ(ウ)に認定した事実に明らかに反するものである。

そして、丙聴取書の作成時から更に時間が経過してされた丙陳述書（乙２６）の作成

の際に、丙聴取書の作成時にはなかった書類が数多く出てきたといったようなことは

なかった（証人丙）のに、丙調査官において丙聴取書作成の際には思い出さなかった
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事情を事細かに思い出したというのは、不自然というほかなく、本件税務調査に係る

丙調査官の証言等の信用性は乏しいものといわざるを得ない。 

 もっとも、Ｄ社は本件Ｋ号契約によりＫ号を事実上原告に売却した認識である旨の

Ⓒ申述書２の記載（前記(1)オ(イ)）については、既に認定したＤ社の会計処理（前

記(1)イ(イ)）とは明らかに異なっており、やはり直ちには採用することはできない

のであって、丙調査官の証言等の信用性が乏しいことをもってしても、これまでに認

定判断したところが当然に左右されることはないというべきである。 

ｄ ④について 

 既に認定した各事情のほか、本件各契約及び本件各覚書の内容に係る証拠（甲３ない

し甲８（枝番があるものは枝番を含む。））によれば、原告としては、本件各船舶につい

て、当面は裸用船としていわゆる便宜置籍船制度の利点をいかしつつ運航に当たり、将

来はこれらを購入した上で転売することを想定して、用船料を決定するに際しては、本

件各パナマ法人の親会社の金融機関に対する借入金の弁済の計画も勘案するなどして

いたことが認められるものの、このような本件各契約の締結等に関する原告その他の関

係者の動機等のいかんをもって、本件各契約及びこれに関連する合意の実際の内容を離

れて、直ちに、それらが原告の主張するように実質的には売買契約であったと認めるこ

とはできないものというほかない。 

イ 小括 

 以上の検討からすると、本件全証拠によっても、前記ア(ア)に述べた本件各契約が裸用船

契約以外のものに該当すると認めるべき特段の事情の存在を認めることはできないから、本

件各契約は裸用船契約に該当するというべきであり、争点２についての原告の主張は、いず

れも採用することができない。 

３ 争点３（本件各契約が裸用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当時）

により売買があったものと評価されるか否か）について 

(1) 原告は、仮に本件各契約において定める買取権を行使した時点又は裸用船契約の満了日が

経過するまでは売買の効果が生じないとしても、本件各契約は、別紙２の第５に掲げる法人税

法施行令１３６条の３第３項の「リース取引」に該当し、同項１項の要件を満たしており、所

得税法１６１条３号の適用の有無との関係でも売買があったものと評価されるべきものであ

ると主張する。 

 ところで、本件告知処分は、本件各金員は源泉徴収をすべき国内源泉所得に当たるとしてさ

れた所得税法の規定に基づく源泉徴収による所得税に係るものであるが、法人税法施行令は、

法人税法の規定に基づき、及び同法を実施するため制定されたものであり、同令１３６条の３

は、内国法人の法人税の納税義務に関する規定であって、同条所定のリース取引に係る法人税

の課税標準である所得の金額の計算について定めたものであるから、同条が、税目を異にする

所得税について直ちに適用されるとはいえず、他にその適用を認めるべき法的根拠ないし事情

は見当たらない。 

(2) また、原告は、別紙２の第２に掲げる所得税法施行令１８４条の２は、法人税法施行令１

３６条の３と同様の取扱いを規定しているとして、本件各取引は売買と評価されるリース取引

に当たる旨の主張をする。 

 しかしながら、所得税法施行令１８４条の２は、申告納税方式によりその納付すべき税額が
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確定される居住者の所得税の納税義務に関して、リース取引に係る課税標準である各種所得の

金額の計算について定めたものであるから、同条が、源泉徴収義務者が自動確定の租税として

その納税義務を負うこととなる源泉徴収による所得税の税額の計算について直ちに適用され

るとはいえず、他にその適用を認めるべき法的根拠ないし事情は見当たらない。 

(3) したがって、争点３についての原告の主張は、いずれも採用することができない。 

４ 争点４（本件４か月分の各金員は裸用船契約に基づく用船料に該当するか否か）について 

 原告は、平成１４年１０月から平成１５年１月までの期間は、Ｂ社又はＤ社との間の運航委託

契約に基づいてＨ号又はＫ号を運航させていたもので、本件４か月分の各金員は船舶の貸付けに

よる対価に当たらない旨主張する。 

 ところで、一般に、運航委託契約とは、船主が、その所有し船員も配乗している船舶の運航を、

荷主と日頃からなじみの運送業者に委託して、荷主との運送契約はその運送業者の名義で締結す

るものの、その運送契約の履行に係る費用及びリスクは船主が負い、受託者となるその運送業者

には運航委託による手数料を支払うというものであるところ（乙１８）、Ｂ社及びＤ社は、いず

れも便宜置籍船制度の利用のために設立されたいわゆる名目的な法人であって（弁論の全趣旨）、

これらが原告の主張する４か月の期間に限って上記の一般的な運航委託契約における船主に相

当する実態を備えていたことをうかがわせる証拠は見当たらず、Ｂ社及びＤ社と原告との間では

当時既に本件各契約に関する合意が少なくとも実質的には成立していた一方で、原告がこれとは

性格を異にすると主張する上記の４か月の期間に係る契約の内容を明確にした契約書等は作成

されておらず（原告代表者）、かえって、原告は、本件４か月分の各金員についても、Ｈ号及び

Ｋ号の用船料として、Ｂ社及びＤ社にそれぞれ支払っていたものである。 

 そして、証拠（甲５の１及び２、乙１９、原告代表者）によれば、Ｈ号に係る本件４か月分の

各金員の各月の支払額である４３６万６０５９円については、当時は金額を確定することができ

なかった改造費用等が計上されない一方、船体の価格を本件Ｈ号契約におけるよりも高額に評価

した上で、その余の点に関しては、本件Ｈ号契約に基づく用船料の算定に用いられたものと同じ

方法により、算定されたことが認められる。 

 一方、Ｋ号については、本件４か月分の各金員の各月の金額は一定していないが、上記の期間

においても原告が船員の配乗等を含めてＫ号の管理に当たり改造工事に支障のない範囲でその

運航につき自らの名において決して実行していたものと推認することができ、このようなＫ号の

使用に対する対価としてのＤ社への支払は用船料の名目でされていたことは、既に述べたとおり

である上、上記の改造工事中の原告からの支払につき用船料との性格付けを重ねて明らかにする

本件Ｋ号覚書２に係る合意もされているのであって、その金額が運航の実績を基礎として計算さ

れていたものと推認されるとの一事をもって、上記の期間におけるＫ号の使用に係る原告とＫ社

との合意の性格について、裸用船契約以外のものに該当すると認めるべきものとは考え難い。 

 そうすると、本件４か月分の各金員についても、所得税法１６１条３号の船舶の貸付けによる

対価に当たるというべきであるから、争点４についての原告の主張は、採用することができない

というべきである。 

５ 争点２ないし争点４についての小括 

 前記２ないし４において検討したとおり、本件各契約は、いずれも実質的にみても裸用船契約

であり、売買契約に該当すると評価されることはなく、原告が本件各契約に基づき本件各船舶に

ついて本件各パナマ法人に対して支払った本件各金員は、所得税法１６１条３号所定の「船舶の
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貸付けによる対価」に該当するというべきである。 

６ 争点５（本件各船舶は本件各契約により原告が購入した減価償却資産と認められるか否か）に

ついて 

 既に検討したとおり、本件各契約は船舶の賃貸借（裸用船契約）に該当するというべきであり、

原告が本件各契約の締結により本件各船舶の所有権を取得するということはなく（なお、後記７

参照）、また、原告が本件事業年度の末日までに本件各パナマ法人との間で本件各船舶につき売

買契約等を締結するなどしたとの事情の存在もうかがわれないから、本件各船舶については、内

国法人である原告の本件事業年度終了の時において有する減価償却資産（法人税法３１条１項）

に該当するとはいえない。 

 したがって、争点５についての原告の主張は、採用することができない。 

７ 争点６（本件各契約が裸用船契約に該当する場合に法人税法施行令１３６条の３の規定（当時）

により売買があったものとして本件事業年度の所得の金額が計算されるか否か）について 

(1) 内国法人が資産の賃貸借をした場合において、①その賃貸借が別紙２の第５に掲げる法人

税法施行令１３６条の３第３項各号の定める要件を満たすものであるときは、当該賃貸借は、

同条１項が定める「リース取引」に該当し、かつ、②そのリース取引が同項各号のいずれかに

該当するもの又はこれらに準ずるものであるときは、当該資産の賃貸人から賃借人への引渡し

の時に当該資産の売買があったものとして、当該内国法人の法人税に関して各事業年度の所得

の金額を計算するものとされている。 

 このような規定が設けられた趣旨は、資産の賃貸借の中には、経済的実質において資産の売

買に相当するようなものもあり、これを一般の賃貸借と同様に取り扱うことに課税上の弊害が

あるときもあることから、その経済的実質に応じて、法人税の課税標準である所得の金額の計

算に当たり、一定の場合にはこれを資産の売買として取り扱うこととするものと解される。 

(2) 原告は、本件各契約は、法人税法施行令１３６条の３の各要件を満たす旨主張する。 

 ところで、同条３項に定めるリース取引の定義は、基本的に、リース会計基準の定義が法制

化されたものであり（乙２０）、同項２号の要件に相当するリース会計基準の５項の「借手が、

当該契約に基づき使用する物件（リース物件）からもたらされる経済的利益を実質的に享受す

る」とは、当該リース物件を自己所有するとするならば得られると期待されるほとんど全ての

経済的利益を享受することをいうとされていること（乙２２）からすれば、法人税法施行令１

３６条の３第３項２号所定の「当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらさ

れる経済的な利益を実質的に享受すること」とは、当該賃借人が当該賃貸借に係る資産を自ら

所有するとするならば得られると期待されるほとんど全ての経済的な利益を実質的に享受す

ることをいうと解するのが相当であり、経済的実質において資産の売買に相当する資産の賃貸

借について課税上売買として取り扱うとする同規定の前記趣旨に鑑みれば、ここにいう経済的

な利益には、当該資産を当該契約の当事者以外の者に対して譲渡した場合に支払を受けるべき

対価等のいわゆる交換価値も含まれるものと解するのが相当である。 

 そうすると、本件各契約においては、これらと一体を成す本件各覚書により、賃借人である

原告は、本件各船舶を転売する場合には、転売による利益を賃貸人である本件各パナマ法人と

等分にする旨の合意をしているのであるから、その交換価値の半分は賃貸人に留保され、残り

の半分を享受するにすぎないのであって、本件各船舶を自ら所有するとするならば得られると

期待されるほとんど全ての経済的な利益を実質的に享受しているとはいえないと解するのが
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相当である。 

 したがって、本件各契約による賃貸借については、法人税法施行令１３６条の３第３項２号

の要件を満たさないというべきであるから、その余の要件につき検討するまでもなく、同条の

適用はないというべきである。 

(3) よって、争点６についての原告の主張は、採用することができないというべきである。 

８ 争点７（本件４か月分の各金員についてした本件更正処分は違法か否か）について 

 本件更正処分は、本件事業年度（平成１５年１１月１日から平成１６年１０月３１日まで）に

係る法人税に関するものであるところ、本件４か月の各金員の支払がされたのは平成１４年１０

月から平成１５年１月までであるから、これまでに認定判断したところも併せ考慮すると、本件

４か月分の各金員の支払は、原告の本件事業年度における所得の金額に影響を与えない。 

 したがって、争点７についての原告の主張は、採用することができない。 

９ 本件更正処分等の適法性 

 以上の検討並びに当事者間に争いのない事実及び弁論の全趣旨により認めることができる事

実を基に計算すると、別紙３記載のとおり、本件更正処分等は、いずれも適法であるということ

ができる。 

第４ よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、訴訟費用の負担に

つき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 八木 一洋 

   裁判官 石村 智 

   裁判官 藤井 秀樹 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

  森本 利佳  譜久村 意次  髙野浦 信昭  久田 治伸 
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（別紙２） 

関係法令等 

 本判決においていう本別紙に掲げる各規定は、いずれも本別紙に記載した内容のものを指す。 

第１ 所得税法（平成１６年法律第１４号による改正前のもの）の定め 

１ １６１条 

 所得税法第３編において「国内源泉所得」とは、次に掲げるものをいう。 

１号、１号の２及び２号 省略 

３号 （省略）居住者若しくは内国法人に対する船舶若しくは航空機の貸付けによる対価 

４号以下 省略 

２ ２１２条１項 

 非居住者に対し国内において１６１条１号の２から１２号まで（国内源泉所得）に掲げる国内源

泉所得（政令で定めるものを除く。以下２１２条１項において同じ。）の支払をする者又は外国法

人に対し国内において１６１条１号の２から７号まで若しくは９号から１２号までに掲げる国内

源泉所得（１８０条１項（国内に恒久的施設を有する外国法人の受ける国内源泉所得に係る課税の

特例）の規定に該当するものを除く。）の支払をする者は、その支払の際、これらの国内源泉所得

について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月１０日までに、これを国に納付しなけれ

ばならない。 

３ ２１３条１項 

 ２１２条１項の規定により徴収すべき所得税の額は、次の各号の区分に応じ当該各号に定める金

額とする。 

１号 ２１２条１項に規定する国内源泉所得（２１３条１項２号及び３号に掲げるものを除く。）

 その金額（括弧内省略）に１００分の２０の税率を乗じて計算した金額 

 イないしハ 省略 

２号以下 省略 

 

第２ 所得税法施行令（平成１９年政令第８２号による改正前のもの）の定め 

１ １８４条の２第１項 

 居住者が、リース取引をした場合において、そのリース取引が次のいずれかに該当するもの又は

これらに準ずるものであるときは、そのリース取引の目的となる資産（以下１８４条の２第１項に

おいて「リース資産」という。）の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資産の売買があ

ったものとして、その居住者の各年分の各種所得の金額を計算するものとする。 

１号 リース期間（リース取引に係る賃貸借期間をいう。以下１８４条の２第１項において同じ。）

終了の時又はリース期間の中途において、リース資産が無償又は名目的な対価の額で当該賃借

人に譲渡されるものであること。 

２号 当該賃借人に対し、リース期間終了の時又はリース期間の中途においてリース資産を著しく

有利な価額で買い取る権利が与えられているものであること。 

３号 リース資産の種類、用途、設置の状況等に照らし、リース資産がその使用可能期間中当該賃

借人によってのみ使用されると見込まれるものであること又はリース資産の識別が困難であ

ると認められるものであること。 

４号 リース期間がリース資産の１２９条（減価償却資産の耐用年数、償却率及び残存価額）に規
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定する財務省令で定める耐用年数に比して相当の差異があるもの（当該賃貸人又は当該賃借人

の所得税又は法人税の負担を著しく軽減することになると認められるものに限る。）であるこ

と。 

２ １８４条の２第３項 

 同条１項及び２項に規定するリース取引とは、資産の賃貸借で、次の要件を満たすものをいう。 

１号 当該賃貸借に係る契約が、賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないもので

あること又はこれに準ずるものであること。 

２号 当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的

に享受することができ、かつ、当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこと

とされているものであること。 

 

第３ 所得税法基本通達（昭和４５年７月１日付け直審（所）３０国税庁長官通達）１６１－１２の定

め（乙１７） 

 法１６１条３号に掲げる「船舶若しくは航空機の貸付けによる対価」とは、いわゆる裸用船（機）

契約に基づき支払を受ける対価をいい、乗組員とともに利用させるいわゆる定期用船（機）契約又は

航海用船（機）契約に基づき支払を受ける対価は、これに該当しない。 

 

第４ 法人税法（平成１９年法律第６号による改正前のもの）の定め 

１ ２条 

 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

１号ないし２２号 省略 

２３号 減価償却資産 建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備

品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定めるものをいう。 

２４号以下 省略 

２ ３１条１項 

 内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産につきその償却費として２２条３

項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定により当該事業年度の所得の金額の計算上損金

の額に算入する金額は、その内国法人が当該事業年度においてその償却費として損金経理をした金

額（括弧内省略）のうち、その内国法人が当該資産について選定した償却の方法（括弧内省略）に

基づき政令で定めるところにより計算した金額（括弧内省略）に達するまでの金額とする。 

 

第５ 法人税法施行令（平成１９年政令第８３号による改正前のもの）の定め 

１ １３６条の３第１項 

 内国法人がリース取引をした場合において、そのリース取引が次のいずれかに該当するもの又は

これらに準ずるものであるときは、そのリース取引の目的となる資産（以下１３６条の３第１項に

おいて「リース資産」という。）の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資産の売買があ

ったものとして、その内国法人の各事業年度の所得の金額を計算するものとする。 

１号 リース期間（リース取引に係る賃貸借期間をいう。以下１３６条の３第１項において同じ。）

終了の時又はリース期間の中途において、リース資産が無償又は名目的な対価の額で当該賃借

人に譲渡されるものであること。 
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２号 当該賃借人に対し、リース期間終了の時又はリース期間の中途においてリース資産を著しく

有利な価額で買い取る権利が与えられているものであること。 

３号 リース資産の種類、用途、設置の状況等に照らし、リース資産がその使用可能期間中当該賃

借人によってのみ使用されると見込まれるものであること又はリース資産の識別が困難であ

ると認められるものであること。 

４号 リース期間がリース資産の５６条（減価償却資産の耐用年数、償却率及び残存価額）に規定

する財務省令で定める耐用年数に比して相当の差異があるもの（当該賃貸人又は当該賃借人の

法人税又は所得税の負担を著しく軽減することになると認められるものに限る。）であること。 

２ １３６条の３第３項 

 同条１項及び２項に規定するリース取引とは、資産の賃貸借で、次の要件を満たすものをいう。 

１号 当該賃貸借に係る契約が、賃貸借期間の中途においてその解除をすることができないもので

あること又はこれに準ずるものであること。 

２号 当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的

に享受することができ、かつ、当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこと

とされているものであること。 

 

第６ 国税通則法（以下「通則法」という。）の定め 

１ ３２条１項 

 税務署長は、賦課課税方式による国税については、その調査により、課税標準申告書を提出すべ

き期限（課税標準申告書の提出を要しない国税については、その納税義務の成立の時）後に、次の

各号の区分に応じ、当該各号に掲げる事項を決定する。 

１号及び２号 省略 

３号 課税標準申告書の提出を要しないとき。 課税標準（６９条（加算税の税目）に規定する加

算税及び過怠税については、その計算の基礎となる税額。以下３２条において同じ。）及び納

付すべき税額 

２ ３２条３項 

 同条１項の規定による決定は、税務署長がその決定に係る課税標準及び納付すべき税額を記載し

た賦課決定通知書（括弧内省略）を送達して行う。 

３ ３６条１項 

 税務署長は、国税に関する法律の規定により次に掲げる国税（その滞納処分費を除く。以下３７

条において同じ。）を徴収しようとするときは、納税の告知をしなければならない。 

１号 省略 

２号 源泉徴収による国税でその法定納期限までに納付されなかったもの 

３号及び４号 省略 

４ ３６条２項 

 同条１項の規定による納税の告知は、税務署長が、政令で定めるところにより、納付すべき税額、

納期限及び納付場所を記載した納税告知書を送達して行う。ただし、担保として提供された金銭を

もって消費税等を納付させる場合その他政令で定める場合には、納税告知書の送達に代え、当該職

員に口頭で当該告知をさせることができる。 
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第７ 船舶法１条の定め 

 左ノ船舶ヲ以テ日本船舶トス 

１号 日本ノ官庁又ハ公署ノ所有ニ属スル船舶 

２号 日本国民ノ所有ニ属スル船舶 

３号 日本ノ法令ニ依リ設立シタル会社ニシテ其代表者ノ全員及ビ業務ヲ執行スル役員ノ３分ノ２

以上ガ日本国民ナルモノノ所有ニ属スル船舶 

４号 ３号ニ掲ゲタル法人以外ノ法人ニシテ日本ノ法令ニ依リ設立シ其代表者ノ全員ガ日本国民ナ

ルモノノ所有ニ属スル船舶 
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（別紙３） 

第１ 本件更正処分の根拠及ひ適法性 

１ 本件更正処分の根拠 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の本件事業年度の法人税に係る欠損金額及び翌期へ繰り

越す欠損金額は、次に述べるとおりである。なお、「△」は欠損金額を表すものである。 

(1) 所得の金額（別表４⑧欄） △１億１１０１万５３５４円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を控除した金額である。 

ア 原告の当初申告に係る所得の金額（別表４①欄） △２億４０６２万２４５７円 

 上記金額は、本件法人税確定申告書別表１(1)の「１」欄に記載された所得の金額と同額で

ある。 

イ 所得の金額の増加額（別表４④欄） １９億９００９万１４５９円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 雑損失のうち損金の額に算入されない金額（別表４②欄） 

 １５億５５８１万２０２２円 

 上記金額は、本件各船舶の取得に係る借入金として長期借入金勘定に計上されたＨ号分２

億２４２３万９０９５円、Ｋ号分２億８４２６万４６９９円及びＮ号分１０億４７３０万８

２２８円の合計額１５億５５８１万２０２２円の相手勘定として雑損失勘定に計上された

金額であり、いずれも、原告の本件事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入すること

ができない金額である。 

 その理由は、本文第２・５(2)及び(5)ないし(7)の各（被告の主張の要旨）記載のとおり

である。 

(イ) 減価償却費のうち損金の額に算入されない金額（別表４③欄） 

 ４億３４２７万９４３７円 

 上記金額は、本件各船舶に係る減価償却費として損金の額に算入されたＨ号分１億３７６

０万７２８０円、Ｋ号分１億２００９万２１５７円及びＮ号分１億７６５８万円の合計額で

あり、いずれも、原告の本件事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入することができ

ない金額である。 

 その理由は、本文第２・５(2)及び(5)ないし(7)の各（被告の主張の要旨）記載のとおり

である。 

ウ 所得の金額の減少額（別表４⑦欄） １８億６０４８万４３５６円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 雑収入のうち益金の額に算入されない金額（別表４⑤欄） 

 １６億７２１８万３０００円 

 上記金額は、本件各船舶の取得価額として計上されたＨ号分２億５６７３万円、Ｋ号分３

億２５４５万３０００円及びＮ号分１０億９０００万円の合計額１６億７２１８万３００

０円の相手勘定として雑収入勘定に計上された金額であり、いずれも、原告の本件事業年度

の所得の金額の計算上、益金の額に算入することができない金額である。 

 その理由は、本文第２・５(2)及び(5)ないし(7)の各（被告の主張の要旨）記載のとおり

である。 

(イ) 用船料として損金の額に算入される金額（別表４⑥欄） １億８８３０万１３５６円 
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 上記金額は、本件事業年度において本件各船舶に係る用船料として支払われたＨ号分４４

４７万２７１７円、Ｋ号分５６３７万７４９１円及びＮ号分８７４５万１１４８円の合計額

である。 

 上記金額は、用船料としてではなく、本件各船舶に係る借入金の弁済額として計上すべき

であったとして、損金の額に算入されなかった金額であるが、いずれも、本件各船舶に係る

用船料として、原告の本件事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入される金額であ

る。 

 その理由は、本文第２・５(2)及び(5)ないし(7)の各（被告の主張の要旨）記載のとおり

である。 

(2) 翌期へ繰り越す欠損金額（別表４⑨欄） ２億７９１１万６６００円 

 上記金額は、翌期以降の事業年度において損金の額に算入される欠損金額であり、原告の平成

１３年１１月１日から平成１４年１０月３１日まで及び平成１４年１１月１日から平成１５年

１０月３１日までの各事業年度の欠損金額の合計額１億６８１０万１２４６円（甲１０の別表７

参照）に、上記(1)の欠損金額１億１１０１万５３５４円を加算した金額である（法人税法５７

条１項参照）。 

２ 本件更正処分の適法性 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の本件事業年度の法人税に係る欠損金額及び翌期へ繰り

越す欠損金額は、上記１のとおり、１億１１０１万５３５４円及び２億７９１１万６６００円であ

り、これらの金額は、本件更正処分における欠損金額及び翌期へ繰り越す欠損金額と同額であるか

ら、本件更正処分は適法である。 

第２ 本件各告知処分等の根拠及び適法性 

１ 本件各告知処分の根拠及び適法性 

(1) 原告は、本件各契約に基づき、本件各パナマ法人を所有者としてパナマにおいて登記されて

いる本件各船舶について、平成１４年１０月から平成１６年１０月までの間において、本件各パ

ナマ法人に対し、別表５の「Ｂ社」「Ｄ社」及び「Ｆ社」の各欄に記載の金員（本件各金員）を

支払った。 

(2) 法人税法１４１条１号ないし３号に掲げるもの以外の外国法人、すなわち国内にいわゆる恒

久的施設を有しない外国法人に対し、国内において所得税法１６１条１号の２から７号まで又は

９号から１２号までに掲げる国内源泉所得の支払をする者は、その支払の際、これらの国内源泉

所得について所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月１０日までに、これを国に納付し

なければならない（所得税法６条、１８０条１項、２１２条１項）。 

 本件各パナマ法人は、日本国内に本店を有しないから外国法人に該当し（所得税法２条１項７

号、法人税法２条４号）、また、法人税法１４１条１号ないし３号に掲げる外国法人以外の外国

法人である。 

 そして、所得税法１６１条３号は、国内源泉所得の一つとして、内国法人に対する「船舶若し

くは航空機の貸付けによる対価」を掲げているところ、本件各金員は、本文第２・５(2)ないし(4)

記載のとおり、同号に定める国内源泉所得（船舶の貸付けによる対価）に該当する。 

 以上によれば、本件各金員について、原告にその源泉徴収義務がある。 

(3) そして、上記(2)の国内源泉所得を支払う際に徴収すべき所得税の額（以下「源泉所得税額」

という。）は、当該国内源泉所得の金額に１００分の２０の税率を乗じて計算した金額である（所
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得税法２１３条１項１号）。 

 本件訴えにおいて被告が主張する原告が納付すべき本件各金員に係る各月分の源泉所得税額

は、別表３の「源泉所得税額」欄のとおりであり、本件各告知処分の金額は、いずれも、上記「源

泉所得税額」欄の金額と同額である。 

 したがって、本件各告知処分は適法である。 

２ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

 原告が、本件各金員に係る源泉所得税額を法定納期限までに納付しなかったことについて、通則

法６７条１項ただし書の「正当な理由があると認められる場合」に該当するとは認められないから、

原告の当該源泉所得税額に対する不納付加算税の金額は、当該源泉所得税額を納付すべき期限の区

分ごとに合計した金額（ただし、通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨て

た後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である（通則法６７条１項）。 

 そして、かかる不納付加算税の金額は、別表３の「不納付加算税の額」欄のとおりであり、本件

各賦課決定処分における不納付加算税の金額は、いずれも、上記「不納付加算税の額」欄の金額と

同額であるから、本件各賦課決定処分は適法である。 
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別表１ 本件更正処分の経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 欠損金額 
翌期へ繰り越す 

欠損金額 

所得税額等 

の還付金額 

確 定 申 告 平成16年12月22日 240,622,457 408,723,703 5,073

更 正 処 分 平成17年12月26日 111,015,354 279,116,600 5,073

異 議 申 立 て 平成18年２月24日 240,622,457 408,723,703 5,073

異 議 決 定 平成18年５月19日 棄却 

審 査 請 求 平成18年６月15日 240,622,457 408,723,703 5,073

裁 決 平成21年５月27日 棄却 

 

別表２ 本件各告知処分等の経緯 

（単位：円） 

区分 年月日 源泉所得税額 不納付加算税の額 

本件各告知処分等 平成17年12月26日 84,820,490 8,473,000

異 議 申 立 て 平成18年２月24日 0 0

異 議 決 定 平成18年５月19日 棄却 

審 査 請 求 平成18年６月15日 0 0

裁 決 平成21年５月27日 棄却 

（注）本件各告知処分等は、別表３のとおりである。 
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別表３ 本件各告知処分等 

（単位：円） 

区分 

年月分 
法定納期限 源泉所得税額 不納付加算税の額 

平成14年10月分 平成14年11月11日 1,873,211 187,000

平成14年11月分 平成14年12月10日 1,373,211 137,000

平成14年12月分 平成15年１月10日 1,846,408 184,000

平成15年１月分 平成15年２月10日 1,813,211 181,000

平成15年２月分 平成15年３月10日 1,992,101 199,000

平成15年３月分 平成15年４月10日 1,992,101 199,000

平成15年４月分 平成15年５月12日 1,992,101 199,000

平成15年５月分 平成15年６月10日 1,992,101 199,000

平成15年６月分 平成15年７月10日 5,272,101 527,000

平成15年７月分 平成15年８月11日 4,747,301 474,000

平成15年８月分 平成15年９月10日 4,025,701 402,000

平成15年９月分 平成15年10月10日 3,960,429 396,000

平成15年10月分 平成15年11月10日 4,025,701 402,000

平成15年11月分 平成15年12月10日 3,960,101 396,000

平成15年12月分 平成16年１月13日 4,025,701 402,000

平成16年１月分 平成16年２月10日 4,025,701 402,000

平成16年２月分 平成16年３月10日 3,894,501 389,000

平成16年３月分 平成16年４月12日 4,025,701 402,000

平成16年４月分 平成16年５月10日 3,960,101 396,000

平成16年５月分 平成16年６月10日 4,025,701 402,000

平成16年６月分 平成16年７月12日 3,960,101 396,000

平成16年７月分 平成16年８月10日 4,025,701 402,000

平成16年８月分 平成16年９月10日 4,025,701 402,000

平成16年９月分 平成16年10月12日 3,960,101 396,000

平成16年10月分 平成16年11月10日 4,025,701 402,000

合計 84,820,490 8,473,000
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別表４ 本件事業年度の所得金額及び納付すべき税額 

（単位：円） 

区分 順号 金額 

申告所得金額 ① △240,622,457

雑損失のうち損金の額に算入されない金額 ② 1,555,812,022

減価償却費のうち損金の額に算入されない金額 ③ 434,279,437
加
算
額 

所得金額の増加額（②及び③の合計額） ④ 1,990,091,459

雑収入のうち益金の額に算入されない金額 ⑤ 1,672,183,000

用船料として損金の額に算入される金額 ⑥ 188,301,356
減
算
額 

所得金額の減少額（⑤及び⑥の合計額） ⑦ 1,860,484,356

１ 

所
得
金
額 

所得金額（①＋④－⑦） ⑧ △111,015,354

２ 翌期へ繰り越す欠損金額 ⑨ 279,116,600

（注）「△」は、欠損金額を表す。 
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別表５ 本件各船舶に係る用船料の支払金額の内訳 

（単位：円） 

支払金額 

支払年月 Ｂ社 

（Ｈ号） 

Ｄ社 

（Ｋ号） 

Ｆ社 

（Ｎ号） 
合計 

平成14年10月 4,366,059 5,000,000 - 9,366,059

平成14年11月 4,366,059 2,500,000 - 6,866,059

平成14年12月 4,366,059 4,865,986 - 9,232,045

平成15年１月 4,366,059 4,700,000 - 9,066,059

平成15年２月 4,415,974 5,544,535 - 9,960,509

平成15年３月 4,415,974 5,544,535 - 9,960,509

平成15年４月 4,415,974 5,544,535 - 9,960,509

平成15年５月 4,415,974 5,544,535 - 9,960,509

平成15年６月 4,415,974 5,544,535 16,400,000 26,360,509

平成15年７月 4,415,974 5,544,535 13,776,000 23,736,509

平成15年８月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成15年９月 4,416,814 5,545,335 9,840,000 19,802,149

平成15年10月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成15年11月 4,415,974 5,544,535 9,840,000 19,800,509

平成15年12月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年１月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年２月 4,415,974 5,544,535 9,512,000 19,472,509

平成16年３月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年４月 4,415,974 5,544,535 9,840,000 19,800,509

平成16年５月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年６月 4,415,974 5,544,535 9,840,000 19,800,509

平成16年７月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年８月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

平成16年９月 4,415,974 5,544,535 9,840,000 19,800,509

平成16年10月 4,415,974 5,544,535 10,168,000 20,128,509

合 計 110,200,530 133,502,021 180,400,000 424,102,551
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（別表６） 

 

１ Ｈ号について 

 
購入価格(A) 

（単位：円） 

未経過期間に対応するリース

料の総額(B)（単位：円） 

割合 

(A/B) 

２００４年末 １７２，２２３，８４５ １８９，０６４，００５ ９９．０％

２００５年末 １２６，１６９，０３５ １３６，０７２，３１７ ９４．７％

２００６年末 ７８，７１３，４２３ ８３，０８６，６３３ ９２．７％

２００７年末 ２９，８１４，４０６ ３０，０８８，９４１ ９１．０％

 

２ Ｋ号について 

 
購入価格(A) 

（単位：円） 

未経過期間に対応するリース

料の総額(B)（単位：円） 

割合 

(A/B) 

２００４年末 ２１８，３２５，６３４ ２３７，６９２，７６４ ９９．２％

２００５年末 １５９，９４２，５４３ １７１，１５８，３４４ ９５．３％

２００６年末 ９９，７８３，６７４ １０４，６２３，９２４ ９３．４％

２００７年末 ３７，７９５，０１７ ３８，０８９，５０４ ９１．８％

 

３ Ｎ号について 

 
購入価格(A) 

（単位：円） 

未経過期間に対応するリース

料の総額(B)（単位：円） 

割合 

(A/B) 

２０１０／５／１５ ４３２，６１０，７５８ ４６８，４９５，３７１ ９２．３％

２０１１／５／１５ ３２７，７３８，９３８ ３４８，７７５，３７１ ９３．９％

２０１２／５／１５ ２１９，９１１，７８３ ２２８，７２７，３７１ ９６．１％

２０１３／５／１５ １０９，００７，３７１ １０９，００７，３７１ １００．０％
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（別表７） 

 

１ Ｈ号について 

 
公正な市場価格（鑑定結

果）（単位：米ドル） 

公正な市場価格の円換算

額（単位：円） 

買取権の価格 

（単位：円） 

２００７年度 ２，７００，０００ ２７０，０００，０００ ２９，８１４，４０６

２００６年度 ３，０００，０００ ３００，０００，０００ ７８，７１３，４２３

２００５年度 ３，３００，０００ ３３０，０００，０００ １２６，１６９，０３５

２００４年度 ３，６００，０００ ３６０，０００，０００ １７２，２２３，８４５

 

２ Ｋ号について 

 
公正な市場価格（鑑定結

果）（単位：米ドル） 

公正な市場価格の円換算

額（単位：円） 

買取権の価格 

（単位：円） 

２００７年度 ４，７００，０００ ４７０，０００，０００ ３７，７９５，０１７

２００６年度 ５，２００，０００ ５２０，０００，０００ ９９，７８３，６７４

２００５年度 ５，７００，０００ ５７０，０００，０００ １５９，９４２，５４３

２００４年度 ６，３００，０００ ６３０，０００，０００ ２１８，３２５，６３４

 

３ Ｎ号について 

 

公正な市場価格（鑑定

結果）（単位：米ドル）

 

公正な市場価格の円換算額

（単位：円） 

 

買取権の価格（単位：円）

各年５月１５日の価格

（甲第８号証の１） 

２０１３年度 ７，５００，０００ ７５０，０００，０００ １０９，００７，３７１

２０１２年度 ８，０００，０００ ８００，０００，０００ ２１９，９１１，７８３

２０１１年度 ８，５００，０００ ８５０，０００，０００ ３２７，７３８，９３８

２０１０年度 ９，０００，０００ ９００，０００，０００ ４３２，６１０，７５８

２００７年度 １１，３００，０００ １，１３０，０００，０００ ７３０，１３９，６５０

 




